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議案第45号／］
令和7年第2回定例会補正予算の主な事業の概要

一般会計（令和7年度補正第2号）
（歳出）

（単位：千円）

項
（款項目）

．．．．．．．．．．．．．．．．．．”．．．．．．．．．．．．寧”...．．．．．嚢＂．．．．．．．．．忍"............................

補正額 説 明
番
（主管課）

（款）総務費（項）総務管理費 国庫支出金 1 県支出金 I 地方債 I その他 I 一般財源
（目）一般管理費 7821 I I I ......................................................................................... 

一般管理経費
782 
定額減税を補足する調整給付に際し、令和5年所得等による推計額で算定

1 
（職員課） したことで、本来の支給額に不足が生じた方等への不足額給付を行うこと

に伴い、給付事務に従事する会計年度任用職員の共済費を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和7年5月7日）

（款）総務費（項）総務管理費 国庫支出金 1 県支出金 1 地方債 I その他 I 一般財源
（目）支所及び出張所費 I I I I 484 ................... 

支所維持管理経費
484 
小出支所について、ロビーに設置されている空調機の修繕を行うため、修

2 
（小出支所） 搭料を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和7年5月7日）

（款）民生費（項）社会福祉費 国庫支出金 1 県支出金 1 地方債 I その他 I 一般財源
（目）社会福祉総務費 2, 9361 I I I ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

職員給与費
2,936 
定額減税を補足する調整給付に際し、令和5年所得等による推計額で算定

3 
（職員課） したことで、本来の支給額に不足が生じた方等への不足額給付を行うこと

に伴い、給付事務に従事する職員の時間外勤務手当を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和7年5月7日）

（款）民生費（項）社会福祉費 国庫支出金 1 県支出金 I 地方債 I その他 I 一般財源
（目）社会福祉総務費 1,020, 0001 I I I ................................................................................................ 

物価高騰対応重点支援給付金（不足額
1,020,000 

定額減税を補足する調整給付に際し、令和5年所得等による推計額で算定
4給付）

したことで、本来の支給額に不足が生じた方等への不足額給付を行うこと

（生活支援課） に伴い、負担金補助及び交付金を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和7年5月7日）

（款）民生費（項）社会福祉費 国庫支出金 1 県支出金 I 地方債 I その他 I 一般財源
（目）社会福祉総務費 80,6701 I I I .................................................................................................... 

物価高騰対応重点支援給付金給付事務
80,670 
定額減税を補足する調整給付に際し、令和5年所得等による推計額で算定

5費（不足額給付）
したことで、本来の支給額に不足が生じた方等への不足額給付を行うこと

（生活支援課） に伴い、報酬、会計年度任用職員期末勤勉手当、費用弁償、消耗品費、通
信運搬費、手数料、委託料、使用料及び賃借料を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和7年5月7日）

（款）民生費（項）児童福祉費 国庫支出金 1 県支出金 1 地方債 I その他 I 一般財源
（目）児童福祉総務費 I I △ 22, 8001 I △ 2,540 ............................................................................... ・・・・・・・・・・・・・・... 

こどもセンター整備事業費
△ 25,340 

こどもセンター整備事業について、建築工事に係る入札の中止により、エ
6 
（こども育成相談課） 事期間が後ろ倒しになったことに伴い、工事請負費を減額するもの。

（継続費） ＊決定過程理事者調整（令和7年5月7日）

（款）民生費（項）児童福祉費 国庫支出金 1 県支出金 I 地方債 I その他 I 一般財源
（目）児童福祉施設費 I I I I 4,948 ................................................................................................ 

保育園施設維持管理経費
4,948 
鶴が台保育園の屋上防水の部分修繕を行うため、修繕料を増額するもの。

7 
（保育課）

＊決定過程理事者調整（令和7年5月7日）
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令和7年第2回定例会補正予算の主な事業の概要

一般会計（令和7年度補正第2号）
（歳出）

（単位：千円）

項
（款項目）

---------------------．．．．．雨＂＂．．＂＂嚢―.．........．．忍―--- -------------------------
補正額 説 明

番
（主管課）

（款）衛生費（項）保健衛生費 国庫支出金 1 県支出金 1 地方債 I その他 I 一般財源

....（. 目）....保健所費·········"•·"·•················"·"·······"·"""·· I △ 27, 4471 △ 469,9001 I △ 129,273 

保健所庁舎整備事業費
△ 626,620 

保健所庁舎整備事業について、建築工事に係る入札の中止により、工事期
8 
（保健企画課） 間が後ろ倒しになったことに伴い、工事請負費を減額するもの。

（継続費） ＊決定過程理事者調整（令和7年5月7日）

（款）土木費（項）河川費 国庫支出金 1 県支出金 I 地方債 I その他 I 一般財源
（目）....河川管理費・・・・・・・・-・・・・・・................................. I I 81, 7001 I 63 

千ノ川整備事業費
81,763 
千ノ川護岸整備工事において、資材搬入経路の変更による施工方法の変更， 

（下水道河川建設課） に伴い、工事請負費を増額するもの。

（繰越明許費） ＊決定過程理事者調整（令和7年5月7日）

（款）土木費（項）住宅費 国庫支出金 I 県支出金 I 地方債 | その他 I 一般財源
（目）住宅管理費 I I | I 371 ........................................................................................... ・・・・・.. 

市営住宅等除却事業費
371 
市営高田住宅（簡易2階建て）解体工事の影響により生じた近隣住家の損

10 
（建築課） 傷に対する補償額の確定に伴い、補償補填及び賠償金を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和7年5月7日）

（款）教育費（項）小学校費 国庫支出金 1，，県支出金 1 地方債 I その他 I 一般財源
（目）学校管理費 I I 51, 7001 I 5,852 
．．．．．．．．．．............................ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・--・・・・........................ 

学校施設整備事業費
57,552 
鶴嶺小学校の北棟屋上防水改修工事を行うため、工事請負費を増額するも

1 1 （教育施設課） の。

＊決定過程理事者調整（令和7年5月7日）

（款）教育費（項）社会教育費 国庫支出金 l 県支出金 I 地方債 | その他 I 一般財源
（目）博物館費 I I I I 1,367 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・............................................................................. 

文化資料館跡地処分事業費
1,367 
文化資料館解体工事の影響により生じた近隣住家の損傷に対する補償額の

12 （博物館） 確定に伴い、補償補填及び賠償金を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和7年5月7日）
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項
番

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

「―-----•一ー•- --- --- し

三竺□□＿］
令和7年第2回定例会補正予算の主な事業の概要

一般会計（令和7年度補正第3号）
（歳出）

（単位：千円）

（款項目）
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．事．．．．．．．．．棄―.......．．忍―---------------------”...．．． 

補 正額 説 明
（主管課）

（款）総務費（項）総務管理費 国庫支出金 1 県支出金 I 地方債 I その他 I 一般財源
（目）広報広聴費 I I I I 35 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

広聴活動事業費
35 
いじめ防止対策推進法第30条第2項の調査を行ういじめ問題再調査会に

（市民相談課） ついて、名称をいじめ重大事態再調査会に改め、その調査業務の特殊性に
鑑み委員の報酬を改定することに伴い、報酬を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和7年5月7日）

（款）総務費（項）総務管理費 国庫支出金 1 県支出金 I 地方債 I その他 I 一般財源
（目）防災対策費 I I I 1, 8001 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

自主防災組織育成事業費
1,800 
一般財団法人自治総合センターの助成金を活用し、地域団体における各種

（防災対策課） 防災資機材整備に対して助成を行うことに伴い、負担金補助及び交付金を
増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和7年5月7日）

（款）民生費（項）生活保護費 国庫支出金 l 県支出金 1 地方債 I その他 I 一般財源
（目）生活保護総務費 2811 I I I 283 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．................................................................ .. 

生活保護総務管理経費
564 
令和7年度及び8年度における生活保護費の特例加算の措置実施等に対応

（生活支援課） するため、生活保護システムを改修することに伴い、委託料を増額するも
の。

＊決定過程理事者調整（令和7年5月7日）

（款）土木費（項）都市計画費 国庫支出金 1 県支出金 1 地方債 I その他 I 一般財源
（目）都市計画総務費 I I I I 13,834 ..........................................................................．．．．．．□．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

公共下水道事業会計出資金
13,834 
公共下水道事業会計において、設置・改築から 30年以上を経過した口径

（下水道河川総務課） 2, 0 0 0mm以上の下水道管路を対象に、特別重点調査を実施すること
に伴い、投資及び出資金を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和7年5月7日）

（款）土木費（項）都市計画費 国庫支出金 1 県支出金 I 地方債 I その他 I 一般財源
（目）都市計画総務費 I I | I 23,189 ....................................................................................................... 

茅ヶ崎海岸グランドプラン推進事業費
23,189 
茅ヶ崎海岸グランドプラン推進に向け、事業手法や当該区域の利活用を検

（拠点整備課） 討することに伴い、費用弁償、委託料を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和7年5月7日）

（款）教育費（項）教育総務費 国庫支出金 1 県支出命 I 地方債 I その他 I 一般財源
（目）事務局費 I I I I 8,175 .............................................................................................. 

学校教育指導関係経費
8,175 
既存のいじめ防止対策調査会について、名称をいじめ防止対策審議会に改

（学校教育指導課） めるほか、いじめ防止対策推進法第28条第1項の調査を行う附属機関と
して、いじめ重大事態調査会を分割設置し、調査活動を行う委員の報酬を
設定することに伴い、報酬を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和7年5月7日）

（款）教育費（項）小学校費 国庫支出金 1 県支出金 I 地方債 I その他 I 一般財源
（目）教育振興費 I 494, 9311 I I ................................................................. 

情報機器配備運営経費
494,931 

小学校学習用端末更新事業を進めるにあたり、県補助対象部分を予算措置
（学校教育指導課） することになったことに伴い、消耗品費を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和7年5月7日）



-8-

--0123456789

項
番

8 

， 

令和7年第2回定例会補正予算の主な事業の概要

一般会計（令和7年度補正第3号）
（歳出）

．．．．．．．．．．．．．．．．．（．．．．．．．．．．款事 項業"""＂”•••名目 ） ・

（ 主管課）

（款）教育費（項）小学校費

（目）教育振興費-

学校体育指導支援事業費

（学校教育指導課）

（款）教育費（項）中学校費

（目）教育振興費． ．． .......~ ~ ~ ~ ~ ~ 
情報機器配備運営経費

（学校教育指導課）

補正額

7,039 

240,315 

（単位：千円）

説 明

国庫支出金 l 県支出金 | 地方債 | その他 I 一般財源
I 3,0331 | I 4,006 

香川小学校のプールが不具合により使用できなくなったため、同小学校の
水泳授業について、民間事業者からの指導者派遣型による実施から民間施
設利用型による実施へ変更することに伴い、委託料を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和7年5月7日）

国庫支出金 1 県支出金 I 地方債 I その他 I 一般財源
I 240, 3151 | I 

中学る校こ学と習に用端末更新事業を進めるにあたり、県補助対象部分を予算措置
する になったことに伴い、消耗品費を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和7年5月7日）
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議案第48号
ー

，

茅ヶ崎市附属機関設置条例の一部を改正する条例について

1 提案の理由

茅ヶ崎西浜駐車場跡地活用検討委員会の調査審議の対象となる区域を拡大することに

より、茅ヶ崎海岸グランドプランの区域内における市有地の活用に関する事項に関し、

専門的判断を求め、及び意見を聴取するため提案する。

2 根拠法規

地方自治法（昭和 22年法律第67号）第 13 8条の4第 3項及び第20 3条の 2第

5項

3 条例の概要

(1)茅ヶ崎西浜駐車場跡地活用検討委員会の名称を茅ヶ崎海岸グランドプラン市有地活

用検討委員会に改めるとともに、その設置目的を茅ヶ崎海岸グランドプランの区域内

における市有地の活用に関する事項につき市長の諮問に応じて調査審議し、その結果

を答申することとすることとした。 （別表関係）

(2)所要の規定を整備することとした。 （附則第 2項関係）

(3) この条例は、令和 7年 7月 1日から施行することとした。
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車
場
跡
茅
生
崎
西
浜
駐
車
場
跡
地
の

6
人
以
内

プ
ラ
ン
市
有
地
活
用
検
区
域
内
に
お
け
る
市
有
地
の
活
用

地
活
用
捨
討
委
旦
会

活
用

討
委
員
会

に
関
す
る
事
項
に
つ
き
市
長
の
諮

に
関
す
る
事
項
に
つ
き
市
長
の
諮

問
に
応
じ
て
調
査
審
議
し
、
そ
の

問
に
応
じ
て
調
査
審
議
し
、
そ
の

長
結
果
を
答
申
す
る
こ
と
。

長
結
果
を
答
申
す
る
こ
と
。

略
略

略
略

略
略

略
略

略
略

略
略

略
略
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茅ヶ崎市附属機関設置条例の一部を改正する条例附則において改正する条例新旧対照表

改 正 後 改 正 前

（茅ヶ崎市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）

（報酬） （報酬）

第 1条特別職の職員で非常勤のもの（以下「特別第1条特別職の職員で非常勤のもの（以下「特別

職の職員」という。）の報酬は、別表第1のとお

りとする。

職の職員」という。）の報酬は、別表第1のとお

りとする。

2 2 

略 略

5 5 

別表第1 （第1条関係） 別表第1 （第1条関係）

区分 単位 報酬額 区分 単位 報酬額

略 略 略 略 略 略

茅ヶ崎海岸グランド 日額 1 0, 0 0 0円 茅ヶ崎西浜駐車場跡 日額 1 0, 0 0 0円

プラン市有地活用検 地活用検討委員会委

討委員会委員 三
略 略 略 略 I略 I略

備考略 備考略
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茅ヶ崎市附属機関設置条例の一部を改正する条例参照条文

0地方自治法

第百三十八条の四 普通地方公共団体にその執行機関として普通地方公共団体の長の外、法律の定める

ところにより、委員会又は委員を置く。

② 普通地方公共団体の委員会は、法律の定めるところにより、法令又は普通地方公共団体の条例若し

くは規則に違反しない限りにおいて、その権限に属する事務に関し、規則その他の規程を定めること

ができる。

＠ 普通地方公共団体は、法律又は条例の定めるところにより、執行機関の附属機関として自治紛争処
理委員、審査会、審議会、調査会その他の調停、審査、諮問又は調査のための機関を置くことができ

る。ただし、政令で定める執行機関については、この限りでない。

第二百三条の二 普通地方公共団体は、その委員会の非常勤の委員、非常勤の監査委員、自治紛争処理

委員、審査会、審議会及び調査会等の委員その他の構成員、専門委員、監査専門委員、投栗管理者、

開票管理者、選挙長、投票立会人、開票立会人及び選挙立会人その他普通地方公共団体の非常勤の職

員（短時間勤務職員及び地方公務員法第二十二条の二第一項第二号に掲げる職員を除く。）に対し、

報酬を支給しなければならない。

② 前項の者に対する報酬は、その勤務日数に応じてこれを支給する。ただし、条例で特別の定めをし

た場合は、この限りでない。

③ 第一項の者は、職務を行うため要する費用の弁償を受けることができる。

④ 普通地方公共団体は、条例で、第一項の者のうち地方公務員法第二十二条の二第一項第一号に掲げ

る職員に対し、期末手当又は勤勉手当を支給することができる。

虚報酬、費用弁償、期末手当及び勤勉手当の額並びにその支給方法は、条例でこれを定めなければな

らない。
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茅ヶ崎西浜駐車場跡地活用検討委員会規則の一部を改正する規則について

1 提案の理由

茅ヶ崎海岸グランドプラン市有地活用検討委員会における調査審議の専門性を高め、

議事の公正性を確保するとともに、茅ヶ崎市附属機関設置条例の改正に伴い規定を整備

するため提案する。

2 根拠法規

茅ヶ崎市附属機関設置条例（平成 10年茅ヶ崎市条例第44号）第 3条

3 規則の概要

(1) 題名を茅ヶ崎海岸グランドプラン市有地活用検討委員会規則とすることとした。 （ 

題名関係）

(2) 茅ヶ崎海岸グランドプラン市有地活用検討委員会（以下「委員会」という。）の委

員は、市の区域内の公共的団体等の代表者及び学識経験を有する者のうちから市長が

委嘱することとした。 （第 3条関係）

(3)委員会は、その任務を行うため必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を

求め、その意見又は説明を聴くことができることとした。 （第 6条関係）

(4) 委員は、自己、配偶者若しくは 3親等内の親族又は自己若しくはこれらの者の所属

する法人その他の団体に直接の利害関係のある事件については、その議事に加わるこ

とができないこととした。 （第 7条関係）

(5)所要の規定を整備することとした。 （第 1条、第 2条、第 8条から第 10条まで関

係）

(6) この規則は、令和 7年 7月 1日から施行することとした。
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茅ヶ崎西浜駐車場跡地活用検討委員会規則の一部を改正する規則新旧対照表

改 正 後 改 正
ヽ r

月IJ

茅ヶ崎海岸グランドプラン市有地活用

検討委員会規則

（趣旨）

第1条 この規則は、茅ヶ崎市附属機関設置条例（

平成10年茅ヶ崎市条例第44号）に基づき設置

された茅ヶ崎海岸グランドプラン市有地活用検討

委員会（以下「委員会」という。）の所掌事項、

組綺扱び運営に関し必要な事項を定めるものとす

る。

（所掌事項）

第2条委員会は、茅ヶ崎海岸グランドプランの区

域内における市有地の活用に関する事項につき市

長の諮問に応じて調査審議し、その結果を答申す

るものとする。

（委員）

第3条委員会の委員は、市の区域内の公共的団体

等の代表者及び学識経験を有する者のうちから市

長が委嘱する。

2 委員の任期は、 1年とする。ただし、補欠の委

員の任期は、前任者の残任期間とする。

3 委員は、再任されることができる。

（会議）

第5条略

（意見の聴取等）

第6条委員会は、その任務を行うため必要がある

と認めるときは、会識に関係者の出席を求め、そ

の意見又は説明を聴くことができる。

（除斥）

第7条委員は、自己、配偶者若しくは3親等内の

親族又は自己若しくはこれらの者の所属する法人

その他の団体に直接の利害関係のある事件につい

ては、その議事に加わることができない旦

茅ヶ崎西浜駐車場跡地活用検討委員会

墨則

（趣旨）

第1条 この規則は、茅ヶ崎市附属機関設置条例（

平成10年茅ヶ崎市条例第44号）に基づき設置

された茅ヶ崎西浜駐車場跡地活用検討委員会

（以下「委員会」という。）の所掌事項、

組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとす

る。

（所掌事項）

第2条委員会は、茅ヶ崎西浜駐車場跡地 ＿ 

の活用に関する事項につき市

長の諮問に応じて調壺審議し、その結果を答申す

るものとする。

（委員）

第3条委員会の委員は、次に掲げる者 ---

のうちから市

長が委嘱する。

旦）直居

辺市民活動を行う団体の代表者

位事業者の代表者

辺学識経験を有する者

2 委員の任期は、 1年とする。ただし、補欠の委

員の任期は、前任者の残任期間とする。

3 委員は、再任されることができる。

（会議）

第5条略
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（秘密保持） （秘密保持）

策疇略 箆疇略

（庶務） （庶務）

第9条略 第7条略

（委任） （委任）

第10条略 第8条 略



-16-

--0123456789

［ー 議案第49号 I 

茅ヶ崎市附属機関設置条例及び茅ヶ崎市特別職の職員で非常勤のものの報酬

及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例について

1 提案の理由

いじめの防止対策等に関する事項の調査審議と、いじめによる重大事態に係る事実関

係の調査は異なるものであることに鑑み、いじめに係る附属機関の組織及びその委員の

報酬額を見直すため提案する。

2 根拠法規

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 13 8条の 4第 3項及び第 20 3条の 2第

5項

3 条例の概要

(1) 茅ヶ崎市附属機関設置条例関係

教育委員会の附属機関として、いじめ防止対策推進法（平成 25年法律第 71号）

第 28条第 1項の調査を行い、その結果を答申することを目的とする茅ヶ崎市いじ

め重大事態調査会を設置するとともに、茅ヶ崎市いじめ防止対策調査会の名称を茅

ヶ崎市いじめ防止対策審議会に、茅ヶ崎市いじめ問題再調査会の名称を茅ヶ崎市い

じめ重大事態再調査会にそれぞれ改めること等とした。 （別表関係）

(2) 茅ヶ崎市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例関係

茅ヶ崎市いじめ重大事態再調査会委員及び茅ヶ崎市いじめ重大事態調査会委員等の

報酬額は、 10,000円 (1時間を超えて調査を行った場合には、 10, 0 0 0 

円に、その超えた時間 30分につき 5, 0 0 0円を加算して得た額）とすることと

した。 （別表第 1関係）

(3) この条例は、令和 7年 7月 1日から施行することとした。
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茅
ヶ
崎
市
附
属
機
関
設
置
条
例
及
び
茅
ヶ
崎
市
特
別
職
の
職
員
で
非
常
勤
の
も
の
の
報
酬
及
び
費
用
弁
償
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
新
旧
対
照
表

改
正
後

改
正
前

（
茅
ヶ
崎
市
附
属
機
関
設
置
条
例
の
一
部
改
正
）

（
設
置
）

第
2
条
執
行
機
関
の
附
属
機
関
と
し
て
、
別
表
に
掲
げ
る
も
の
を
置
く
。

別
表
（
第
2
条
関
係
）

附
属
機
関

附
属
機
関

設
置
目
的

の
属
す
る

執
行
機
関

略
略

茅
ヶ
崎
市
い
じ
め
重
市
長
の
諮
間
に
応
じ
て
、
い

大
事
態
再
調
査
会
じ
め
防
止
対
策
推
進
法
（
平

市
成
2
5
年
法
律
第
7
1
号）

第
3
0
条
第
2
項
の
調
査
を

行
い
、
そ
の
結
果
を
答
申
す

る
こ
と
。

長

略
略

略
略

教
茅
ヶ
崎
市
い
じ
め
防
い
じ
め
の
防
止
等
（
い
じ
め

止
対
策
審
議
会

防
止
対
策
推
進
法
璽
1
条
に

云同
規
定
す
る
い
じ
め
の
防
止
等

を
い
う
。
）
の
た
め
の
対
策
に

関
す
る
事
項
に
つ
き
教
育
委

委
員
会
の
諮
間
に
応
じ
て
調
査

審
議
し
、
そ
の
結
果
を
答
申

す
る
こ
と
。

委
員
の
数

略 重
大
事
態
（

い
じ
め
防
止

対
策
推
進
法

第
2
8
条
第

1
項
に
規
定

す
る
重
大
事

態
を
い
う
。

以
下
同
じ
。

）
ご
と
に
5

人
以
内

略 略 1
 0
人
以
内

（
設
置
）

第
2
条
執
行
機
関
の
附
属
機
関
と
し
て
、
別
表
に
掲
げ
る
も
の
を
置
く
。

別
表
（
第
2
条
関
係
）

附
属
機
関

附
属
機
関

設
置
目
的

の
属
す
る

執
行
機
関

略
略

茅
ヶ
崎
市
い
じ
め
問
市
長
の
諮
問
に
応
じ
て
、
い

題
再
調
査
会

じ
め
防
止
対
策
推
進
法
（
平

市
成
2
5
年
法
律
第
7
1
号）

第
3
0
条
第
2
項
の
調
査
を

行
い
、
そ
の
結
果
を
答
申
す

る
こ
と
。

長

略
略

略
略

教
茅
ヶ
崎
市
い
じ
め
防
い
じ
め
の
防
止
等
（
い
じ
め

止
対
策
調
査
会

防
止
対
策
推
進
法
第
1
条
に

ギ自
規
定
す
る
い
じ
め
の
防
止
等

を
い
う
。
）
の
た
め
の
対
策
に

関
す
る
事
項
に
つ
き
教
育
委

委
員
会
の
諮
問
に
応
じ
て
調
査

査
議
し
、
そ
の
結
果
を
答
申

す
る
と
と
も
に
、
教
育
委
員

委
員
の
数

略 5
人
以
内

略 略 1
 0
人
以
内
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茅
ヶ
崎
市
い
じ
め
重
教
育
委
員
会
の
諮
問
に
応
じ
重
大
事
態
ご

会
の
諮
問
に
応
じ
て
同
法
鐙

員
大
事
態
調
査
会

て
、
い
じ
め
防
止
対
策
推
進
と
に
5
人
以

員
2
 8
条
第
1
項
の
調
査
を
行

法
第
2
8
条
第
1
項
の
調
査
四

い
〕
そ
の
結
果
を
答
申
す
る

を
行
い
、
そ
の
結
果
を
答
申

こ
と
。

会
す
る
こ
と
。

会

略
略

略
略

略
略

略
略

略
略

略
略

略
略

（
茅
ヶ
崎
市
特
別
職
の
職
員
で
非
常
勤
の
も
の
の
報
酬
及
び
費
用
弁
償
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
）

（
報
酬
）

．
 
（
報
酬
）

第
1
条
特
別
職
の
職
員
で
非
常
勤
の
も
の
（
以
下
「
特
別
職
の
職
員
」
と
い
う
。
）
の
報
酬
第
1
条
特
別
職
の
職
員
で
非
常
勤
の
も
の
（
以
下
「
特
別
職
の
職
員
」
と
い
う
。
）
の
報
酬

は
、
別
表
第
1
の
と
お
り
と
す
る
。

2
 

l
略

5
 

別
表
第
1
（第
1
条
関
係
）

区
分

略 い
じ
め
重
大
事
態
再
農
査
会
委

旦 略 い
じ
め
防
止
対
策
壷
議
会
委
旦

い
じ
め
重
大
事
態
調
査
会
委
員

単
位

略 暉 略 日
額

且
墾

報
酬
額

略 1
0
2
 
0
0
0
円
(
1
時
開
を
超
え

て
農
査
を
行
っ
た
場
合
に
は
~
1
 

飢
0
0
0
円
に
、
そ
の
超
え
た
時

間
3
0
分
に
つ
き
恥
0
0
0
円
を

加
算
し
て
得
た
額
）

略 1
3
,
0
0
0
円

1
0
!
 
0
0
0
円
(
1
時
間
を
超
え

て
農
査
を
行
っ
た
場
合
に
は
、
1

は
、
別
表
第
1
の
と
お
り
と
す
る
。

2
 

！
略

5
 

別
表
第
1
（第
1
条
関
係
）

区
分

略 い
じ
め
問
題
再
圃
査
会
委
員

略 い
じ
め
防
止
対
策
聾
査
会
委
具

い
じ
め
防
止
対
策
調
査
会
臨
時

委

単
位

報
酬
額

略
略

暉
1
3
i
 
0
0
0
円

略
略

日
額
1
3
,
0
0
0
円

暉
1
 3,
 
0
 0
 0
円
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0
 2
 
0
 0
 0
円
に
シ
そ
の
超
え
た
時

間
3
0
分
に
つ
き
5
,
O
 O
 0
円
を

r
 

加
算
し
て
得
た
額
）

い
じ
め
重
大
事
態
調
査
会
臨
時
且
堕
1
0
1
 
0
0
0
円
(
1
時
間
を
超
え

歪
て
調
査
を
行
っ
た
盪
合
に
は
)
1
 

0
 2
 
0
 0
 0
円
に
、
そ
の
超
え
た
時

間
3
0
盆
に
つ
き
瓦
0
0
0
円
を

加
堡
し
て
得
た
額
）

略
略
略

略
略
略

備
考
略

備
考
略
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茅ヶ崎市附属機関設置条例及び茅ヶ崎市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償

に関する条例の一部を改正する条例参照条文

0地方自治法

第百三十八条の四 普通地方公共団体にその執行機関として普通地方公共団体の長の外、法律の定める

ところにより、委員会又は委員を置く。

② 普通地方公共団体の委員会は、法律の定めるところにより、法令又は普通地方公共団体の条例若し

くは規則に違反しない限りにおいて、その権限に属する事務に関し、規則その他の規程を定めること

ができる。

⑲普通地方公共団体は、法律又は条例の定めるところにより、執行機関の附属機関として自治紛争処

理委員、 査会、 議会、調査会その他の調停 審査、諮問又は調査のための機関を詈くことができ

る ただし、政令で定める執行機関については、この限りでない

第二百三条の二 普通地方公共団体は、その委員会の非常勤の委員、非常勤の監査委員、自治紛争処理

委員、審査会、審議会及び調査会等の委員その他の構成員、専門委員、監査専門委員、投票管理者、

開票管理者、選挙長、投票立会人、開票立会人及び選挙立会人その他普通地方公共団体の非常勤の職

員（短時間勤務職員及び地方公務員法第二十二条の二第一項第二号に掲げる職員を除く。）に対し、

報酬を支給しなければならない。

② 前項の者に対する報酬は、その勤務日数に応じてこれを支給する。ただし、条例で特別の定めをし

た場合は、この限りでない。

③ 第一項の者は、職務を行うため要する費用の弁償を受けることができる。

④ 普通地方公共団体は、条例で、第一項の者のうち地方公務員法第二十二条の二第一項第一号に掲げ

る職員に対し、期末手当又は勤勉手当を支給することができる。

虚報酬、費用弁償、期末手当及び勤勉手当の額並びにその支給方法は、条例でこれを定めなければな

らない。

0いじめ防止対策推進法

（目的）

第一条 この法律は、いじめが、いじめを受けた児童等の教育を受ける権利を著しく侵害し その

心身の健全な成長及び人格の形成に重大な影 を与えるのみならず、その生命又は身体に重大な

危険を生じさせるおそれがあるものであることに鑑み、児童等の尊厳を保持するため、いじめの

防止等（いじめの防止、いじめの早期発見及びいじめへの対処をいう。以下同じ。）のための対

策に関し、基本理念を定め、国及び地方公共団体等の手務を明らかにし、並びにいじめの防止等

のための対策に関する基本的な方針の策定について定めるとともに、いじめの防止等のための対

策の基本となる事項を定めることにより いじめの防止等のための対策を総合的かつ効果的に推

進することを目的とする。

（学校の設置者又はその設置する学校による対処）

第二十八条 学校の設置者又はその設習する学校は、次に掲げる場合には、その事態（以下「重大

事態」という。）に対処し、及び当該重大事態と同種の事態の発生の防止に資するため、速やか

に、当該学校の設置者又はその設詈する学校の下に組織を設け、質問票の使用その他の適切な方

法により当該重大事態に係る事実関係を明確にするための調査を行うものとする。

二 いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いが

あると認めるとき。

二 いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされて
いる疑いがあると認めるとき。

2 学校の設置者又はその設置する学校は、前項の規定による調査を行ったときは、当該調査に係

るいじめを受けた児童等及びその保護者に対し、当該調査に係る重大事態の事実関係等その他の

必要な情報を適切に提供するものとする。

3 第一項の規定により学校が調査を行う場合においては、当該学校の設置者は、同項の規定によ
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る調査及び前項の規定による情報の提供について必要な指導及び支援を行うものとする。

（公立の学校に係る対処）

第三十条 地方公共団体が設置する学校は、第二十八条第一項各号に掲げる場合には、当該地方公

共団体の教育委員会を通じて、重大事態が発生した旨を、当該地方公共団体の長に報告しなけれ

ばならない。

旦前項の規定による報告を受けた地方公共団体の は、当該 告に係る重大事態への対処又は当

該重大事態と同種の事態の発生の防止のため必要があると認めるときは、附属機関を設けて調査

を行う等の方法により、 二十八条第一項の 定による調査の結果について調査を行うことがで

きる。

3 地方公共団体の長は、前項の規定による調査を行ったときは、その結果を鏃会に報告しなけれ

ばならない。

4 第二項の規定は、地方公共団体の長に対し、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和

三十一年法律第百六十二号）第二十一条に規定する事務を管理し、又は執行する権限を与えるも

のと解釈してはならない。

5 地方公共団体の長及び教育委員会は、第二項の規定による調査の結果を踏まえ、自らの権限及

び責任において、当該調査に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止

のために必要な措置を講ずるものとする。
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茅ヶ崎市いじめ重大事態調査会規則について

1 提案の理由

茅ヶ崎市附属機関設置条例に基づき設置された茅ヶ崎市いじめ重大事態調査会の所掌

事項、組織及び運営に関し必要な事項を定めるため提案する。

2 根拠法規

茅ヶ崎市附属機関設置条例（平成 10年茅ヶ崎市条例第44号）第3条

3 規則の概要

(1)茅ヶ崎市いじめ重大事態調査会（以下「調査会」という。）、は、教育委員会の諮問

に応じて、いじめ防止対策推進法（平成25年法律第 71号）第28条第 1項の調査

を行い、その結果を答申するものとすることとした。 （第 2条関係）

(2)調査会の委員は、重大事態ごとに、学識経験を有する者のうちから教育委員会が委

嘱すること等とした。 （第 3条関係）

(3)教育委員会は、特別の事項に関する調査のため必要があると認めるときは、調査会

に臨時委員を置くことができること等とした。 （第4条関係）

(4)調査会に会長及び副会長 1人を置き、委員の互選により定めること等とした。 （第

5条関係）

(5)調査会の会議は、会長が招集し、その議長となること等とした。 （第 6条関係）

(6)委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならないこと等とした。 （第 7条関係）

(7)調査会の庶務は、教育総務部学校教育指導課において処理することとした。 （第 8

条関係）

(8) この規則に定めるもののほか、調査会の運営に関し必要な事項は、会長が調査会に

諮って定めることとした。 （第 9条関係）

(9) この規則は、令和 7年 7月 1日から施行することとした。
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茅ヶ崎市いじめ防止対策調査会規則の一部を改正する規則について

1 提案の理由

茅ヶ崎市附属機関設置条例の改正に伴い規定を整備するため提案する。

2 根拠法規

茅ヶ崎市附属機関設置条例（平成 10年茅ヶ崎市条例第44号）第 3条

3 規則の概要

(1)題名を茅ヶ崎市いじめ防止対策審議会規則とすることとした。 （題名関係）

(2) 臨時委員に関する規定を削ることとした。 （旧第4条関係）

(3)調査専門部会に関する規定を削ることとした。 （旧第 7条関係）

(4) 規定を整備することとした。 （第 1条、第 5条関係）

(5) 所要の規定を整備することとした。 （第 2条から第4条まで、第 6条から第 9条ま

で関係）

(6) この規則は、令和 7年 7月 1日から施行することとした。
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茅ヶ崎市いじめ防止対策調査会規則の一部を改正する規則新旧対照表

改 正 後 改 正 前

茅ヶ崎市いじめ防止対策審議会規則 茅ヶ崎市いじめ防止対策調査会規則

（趣旨） （趣旨）

第 1条 この規則は、茅ヶ崎市附属機関設置条例 第 1条 この規則は、茅ヶ崎市附属機関設置条例

（平成 10年茅ヶ崎市条例第44号）に基づき

設置された茅ヶ崎市いじめ防止対策審議会（以

下「審議会」という。）の所掌事項、組織及び

運営に関し必要な事項を定めるものとする。

（所掌事項）

第 2条審議会は、いじめの防止等（いじめ防止 第2条調査会は、いじめの防止等（いじめ防止

対策推進法（平成25年法律第71号 対策推進法（平成25年法律第71号。以下こ

----------
）第 1

条に規定するいじめの防止等をいう。）のため

の対策に関する事項につき教育委員会の諮間に

応じて調査審議し、その結果を答申する

ものとす

る。

（委員）

第 3条審議会の委員は、次に掲げる者のうちか

ら教育委員会が委噸し、又は任命する。

(1) 

！略

(4) 

2 略

3 略

（会長及び副会長）

（平成 10年茅ヶ崎市条例第44号）に基づき

設置された茅ヶ崎市いじめ防止対策調査会（以

下「調査会」という。）の所掌事項、組織及び

運営に関し必要な事項を定めるものとする。

（所掌事項）

の条及び第7条において「法」という。）第 1

条に規定するいじめの防止等をいう。）のため

の対策に関する事項につき教育委員会の諮問に

応じて調査審議し、その結果を答申するととも

に、教育委員会の諮問に応じて法第28条第 1

項の調査を行い、その結果を答申するものとす

る。

（委員）

第 3条調査会の委員は、次に掲げる者のうちか

ら教育委員会が委嘱し、又は任命する。

(1) 

｛略

(4) 

2 略

3 略

（臨時委員）

第4条 教育委員会は、特別の事項に関する調査

審議又は調査のため必要があると認めるときは

、調査会に臨時委員を置くことができる。

呈臨時委員は、前条第 1項第2号に掲げる者の

うちから教育委員会が委嘱する。

立 臨時委員は、当該特別の事項に関する調査審

議又は調査が終了したときは、解嘱されるもの

とする。

（会長及び副会長）

第4条壷璽会に会長及び副会長 1人を置き、委 第5条調査会に会長及び副会長 1人を置き、委

I 員の互選により定める。 1 員の互選により定める。
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2 会長は、壷墜会の会務を総理し、審議会を代

表する。

3 略

2 会長は、調査会の会務を総理し、調査会を代

表する。

3 略

（会議） （会議）

璽旦粂審議会の会議は、会長が招集し、その誰 第6条調査会の会議は、会長が招集し、その議

長となる。 長となる。

2 童墜会の会議は、委員

の過半数が出席しなければ開くことが

できない。

3 審議会の会議の議事は、出席委員

の過半数で決し、可否

同数のときは、議長の決するところによる。

（意見の聴取等）

2 調査会の会議は、委員及び議事に関係のある

臨時委員の過半数が出席しなければ開くことが

できない。

3 調査会の会議の議事は、出席した委員及び議

事に関係のある臨時委員の過半数で決し、可否

同数のときは、議長の決するところによる。

（調査専門部会）

箆工粂法第28条第 1項の調査を行うため、調

査会に、調査専門部会（以下この条において「

部会」という。）を置く。

旦部会は、第3条第 1項第2号及び第3号に掲

げる者である委員で組織する。

旦部会に部会長及び副部会長 1人を宵き、部会

に属する委員の互選により定める。

4 部会長は、部会の事務を掌理する。

旦副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故

があるとき又は部会長が欠けたときは、その職

務を代理する。

旦調査会は、その定めるところにより、部会の
I 
決議をもって調査会の決議とすることができる

2_  

工前条の規定は、部会について準用する。

（意見の聴取等）

第6条劉麟は、その任務を行うため必要があ 1策旦全調査会は、その任務を行うため必要があ

ると認めるときは、会議に関係者の出席を求め ると認めるときは、会議に関係者の出席を求め

、その意見又は説明を聴くことができる。

（秘密保持）

第7条略

（庶務）

、その意見又は説明を聴くことができる。

（秘密保持）

第疇略

（庶務）

第8条 壷墜会の庶務は、教育総務部学校教育 I第 10条調査会の庶務は、教育総務部学校教育
指導課において処理する。 指導課において処理する。

（委任） （委任）
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第9条 この規則に定めるもののほか、壷墜会 I第 11条 この規則に定めるもののほか、調査会
の運営に関し必要な事項は、会長が壷墨会に諮

って定める。

の運営に関し必要な事項は、会長が調査会に諮

って定める。
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茅ヶ崎市いじめ問題再調査会規則の一部を改正する規則について

1 提案の理由

茅ヶ崎市附属機関設置条例の改正に伴い規定を整備するため提案する。

2 根拠法規

茅ヶ崎市附属機関設置条例（平成 10年茅ヶ崎市条例第44号）第 3条

3 規則の概要

(1) 題名を茅ヶ崎市いじめ重大事態再調査会規則とすることとした。 （題名関係）

(2) 再調査会の委員は、重大事態ごとに委嘱すること等とした。 （第 3条関係）

(3) 意見の聴取等に関する規定を削ることとした。 （旧第 6条関係）

(4) 所要の規定を整備することとした。 （第 1条、第 6条から第 8条まで関係）

(5) この規則は、令和 7年 7月 1日から施行することとした。
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茅ヶ崎市いじめ間題再調査会規則の一部を改正する規則新旧対照表

改 正 後 改 正 前

茅ヶ崎市いじめ重大事態再調査会規則

（趣旨）

茅ヶ崎市いじめ間題再調査会規則

（趣旨）

第1条 この規則は、茅ヶ崎市附属機関設置条例 (I第 1条 この規則は、茅ヶ崎市附属機関設置条例（
平成10年茅ヶ崎市条例第44号）に基づき設置

された茅ヶ崎市いじめ重大事態再調査会（以下「

再調査会」という。）の所掌事項、組織及び運営

に関し必要な事項を定めるものとする。

（委員）

平成 10年茅ヶ崎市条例第44号）に基づき設置

された茅ヶ崎市いじめ間題再調査会 （以下「

再調査会」という。）の所掌事項、組織及び運営

に関し必要な事項を定めるものとする。

（委員）

第3条 再調査会の委員は、重大事態（いじめ防止 I第3条 再調査会の委員は
対策推進法第 28条第 1項に規定する重大事態

をいう。次項において同じ。）ごとに、学識経験 、学識経験

を有する者のうちから 市長が委嘱す を有する者のうちから必要の都度市長が委嘱す

る 。る。

2 委員は、その諮間に係る重大事態の調査が終了 2 委員は、その諮間に係る事項 の調査が終了

したときは、解嘱されるものとする。

（秘密保持）

第6条略

（庶務）

第7条略

（委任）

第 8条略

したときは、解嘱されるものとする。

（意見の聴取等）

第6条 再調査会は、その任務を行うため必要があ

ると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、

その意見又は説明を聴くことができる。

（秘密保持）

第7条略

（庶務）

第8条略

（委任）

第9条略
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議案第50号 ］ 
茅ヶ崎市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例につい

て

1 提案の理由

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の改正に

伴い、育児を行う職員に係る時間外勤務の制限の対象となる職員の範囲を拡大すると

ともに、国家公務員に準じ、介護両立支援制度等の請求等に関し講ずべき措置を定め

るため提案する。

2 根拠法規

地方公務員法（昭和 25年法律第26 1号）第24条第5項

3 条例の概要

(1)育児を行う職員に係る時間外勤務の制限の対象を、小学校就学の始期に達するまで

の子のある職員に拡大することとした。 （第 10条関係）

(2)任命権者は、配偶者等が介護を必要とする状況に至った旨を申し出た職員に対し、

介護両立支援制度等を知らせるとともに、その請求等に係る当該職員の意向を確認す

るための面談その他の措置を講じなければならないこと等とした。 （第 20条関係）

(3)任命権者は、介護両立支援制度等の利用に係る請求等が円滑に行われるよう、職員

に対する研修の実施、相談体制の整備等の措置を講じなければならないこととした。

（第 21条関係）

(4)規定を整備することとした。 （第 17条関係）

(5)所要の規定を整備することとした。 （第 22条、第 23条関係）

(6) この条例は、公布の日から施行することとした。
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茅ヶ崎市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表

改 正 後 改 正 前

（正規の勤務時間以外の時間における勤務） （正規の勤務時間以外の時間における勤務）

第7条任命権者は、市長（労働基準法（昭和2 第7条任命権者は、市長（労働基準法（昭和 2

2年法律第49号）別表第 1第 1号から第 10 

号まで及び第 13号から第 15号までに掲げる

事業にあっては、労働基準監督署長）の許可を

受けて、第2条から第5条までの規定による勤

務時間（以下「正規の勤務時間」という。）以

外の時間において職員に設備等の保全、外部と

の連絡及び文書の収受を目的とする勤務その他

の規則で定める断続的な勤務をすることを命ず

ることができる。 ることができる。

2 任命権者は、公務のため臨時又は緊急の必要 2 任命権者は、公務のため臨時又は緊急の必要

がある場合には、正規の勤務時間以外の時間に

おいて職員に前項に規定する勤務以外の勤務を

することを命ずることができる。ただし、当該

職員が育児短時間勤務職員等である場合にあっ

ては、公務の運営に著しい支障が生ずると認め

られる場合として規則で定める場合に限り、正

規の勤務時間以外の時間において同項に規定す

る勤務以外の勤務をすることを命ずることがで

きる。

3 略

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外

勤務の制限）

るまでの子のある職員（職員の配偶者で当該子

の親であるものが、深夜（午後 10時から翌日

の午前 5時までの間をいう。以下この項におい

て同じ。）において常態として当該子を養育す

ることができるものとして規則で定める者に該

当する場合における当該職員を除く。）が、規

則で定めるところにより、当該子を養育するた

めに請求した場合には、公務の正常な運営を妨

げる場合を除き、深夜における勤務をさせては

ならない。

2 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの

工のある職員が、規則で定めるところにより、当

2年法律第49号）別表第 1第 1号から第 10 

号まで及び第 13号から第 15号までに掲げる

事業にあっては、労働基準監督署長）の許可を

受けて、第 2条から第 5条までの規定による勤

務時間（以下「正規の勤務時間」という。）以

外の時間において職員に設備等の保全、外部と

の連絡及び文書の収受を目的とする勤務その他

の規則で定める断続的な勤務をすることを命ず

がある場合には、正規の勤務時間以外の時間に

おいて職員に前項に規定する勤務以外の勤務を

することを命ずることができる。ただし、当該

職員が育児短時間勤務職員等である場合にあっ

ては、公務の運営に著しい支障が生ずると認め

られる場合として規則で定める場合に限り、正

規の勤務時間以外の時間において同項に規定す

る勤務以外の勤務をすることを命ずることがで

きる。

3 略

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外

勤務の制限）

第 10条 任命権者は、小学校就学の始期に達す I第 10条 任命権者は、小学校就学の始期に達す
るまでの子のある職員（職員の配偶者で当該子

の親であるものが、深夜（午後 10時から翌日

の午前 5時までの間をいう。以下この項におい

て同じ。）において常態として当該子を養育す

ることができるものとして規則で定める者に該

当する場合における当該職員を除く。）が、規

則で定めるところにより、当該子を獲育するた

めに請求した場合には、公務の正常な運営を妨

げる場合を除き、深夜における勤務をさせては

ならない。

2 任命権者は、 3歳に満たない子

のある職員が、規則で定めるところにより、当
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該子を養育するために請求した場合には、当該請 該子を養育するために請求した場合には、当該請

求をした職員の業務を処理するための措置を講ず 求をした職員の業務を処理するための措置を講ず

ることが著しく困難である場合を除き、第7条第 ることが著しく困難である場合を除き、第7条第

2項に規定する勤務（災害その他避けることので 2項に規定する勤務（災害その他避けることので

きない事由に基づく臨時の勤務を除く。次項にお きない事由に基づく臨時の勤務を除く。次項にお

いて同じ。）をさせてはならない。 いて同じ。）をさせてはならない。

3 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの 3 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの

子のある職員が、規則で定めるところにより、当

該子を養育するために請求した場合には、当該請

求をした職員の業務を処理するための措置を講ず

ることが著しく困難である場合を除き、 1月につ

いて24時間、 1年について 150時間を超えて

、第7条第2項に規定する勤務をさせてはならな

vヽ。

子のある職員が、規則で定めるところにより、当

該子を養育するために請求した場合には、当該請

求をした職員の業務を処理するための措置を講ず

ることが著しく困難である場合を除き、 1月につ

いて24時間、 1年について 150時間を超えて

、第7条第2項に規定する勤務をさせてはならな

Vヽ。

4 前3項の規定は、第17条第1項に規定する要 14 前3項の規定は、第17条第1項に規定する要

介護者を介護する職員について準用する。この場

合において、第1項中「小学校就学の始期に達す

るまでの子のある職員（職員の配偶者で当該子の

親であるものが、深夜・（午後 10時から翌日の午

前5時までの間をいう。以下この項において同

じ。）において常態として当該子を養育すること

ができるものとして規則で定める者に該当する場

合における当該職員を除く。）が、規則で定める

ところにより、当該子を養育する」とあり、及墜

前2項

中「小学校就学の始期に達するまでの子

のある職員が、規則で定めるところにより、当該

子を養育する」とあるのは、 「第17条第1項に

規定する要介護者のある職員が、規則で定めると

ころにより、当該要介護者を介護する」と、第1

項中「深夜における」とあるのは「深夜（午後1

0時から翌日の午前5時までの間をいう。）にお

ける」と、第2項中「当該請求をした職員の業務

を処理するための措置を講ずることが著しく困難

である」とあるのは「公務の運営に支障がある」

と読み替えるものとする。

5 略

（介護休暇）

介護者を介護する職員について準用する。この場

合において、第1項中「小学校就学の始期に達す

るまでの子のある職員（職員の配偶者で当該子の

親であるものが、深夜（午後10時から翌日の午

前5時までの間をいう。以下この項において同

じ。）において常態として当該子を養育すること

ができるものとして規則で定める者に該当する場

合における当該職員を除く。）が、規則で定める

ところにより、当該子を養育する」とあり、箆旦

項中「3歳に満たない子のある職員が、規則で定

めるところにより、当該子を養育する」とあり、

及び前項中「小学校就学の始期に達するまでの子

のある職員が、規則で定めるところにより、当該

子を養育する」とあるのは、 「第17条第1項に

規定する要介護者のある職員が、規則で定めると

ころにより、当該要介護者を介護する」と、第1

項中「深夜における」とあるのは「深夜（午後1

0時から翌日の午前5時までの間をいう。）にお

ける」と、第2項中「当該請求をした職員の業務

を処理するための措置を講ずることが著しく困難

である」とあるのは「公務の運営に支障がある」

と読み替えるものとする。

5 略

（介護休暇）

第17条介護休暇は、職員が要介護者（配偶者 (I第17条介護休暇は、職員が要介護者（配偶者（
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届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にあ

る者を含む。以下この項において同じ。）、父母

、子、配偶者の父母その他規則で定める者」第旦

0条第1項において「配偶者等」という。）で負

傷、疾病又は老齢により規則で定める期間にわた

り日常生活を営むのに支障があるものをいう。以

下同じ。）の介護をするため、任命権者が、規則

の定めるところにより、職員の申出に基づき、要

介護者の各々が当該介護を必要とする一の継続す

る状態ごとに、 3回を超えず、かつ、通算して6

月を超えない範囲内で指定する期間（以下「指定

期間」という。）内において勤務しないことが相

当であると認められる場合における休暇とする。

2 略

3 略

（病気休暇等の承認）

第19条略

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職

員に対する意向確認等）

第20条任命権者は、職員が配偶者等が当該職員

の介護を必要とする状況に至ったことを申し出た

ときは、当該職員に対して、仕事と介護との両立

に資する制度又は措置（以下この条及び次条にお

いて「介護両立支援制度等」という。）その他の

事項を知らせるとともに、介護両立支援制度等の

請求又は申出（次条において「請求等」という。

）に係る当該職員の意向を確認するための面談そ

の他の措置を講じなければならない。

旦任命権者は、職員に対して、当該職員が40歳

に達した日の属する年度 (4月1日から翌年の3

月31日までをいう。）において、前項に規定す

る事項を知らせなければならない。

旦任命権者は、職員が第1項の規定による申出を

したことを理由として、当該職員が不利益な取扱

いを受けることがないようにしなければならない

2 

（勤務環境の整備に関する措置）

第21条 任命権者は、介護両立支援制度等の利

用に係る請求等が円滑に行われるようにするた

め、次に掲げる措置を講じなければならない。

届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にあ

る者を含む。以下この項において同じ。）、父母

、子、配偶者の父母その他規則で定める者

で負

傷、疾病又は老齢により規則で定める期間にわた

り日常生活を営むのに支障があるものをいう。以

下同じ。）の介護をするため、任命権者が、規則

の定めるところにより、職員の申出に基づき、要

介護者の各々が当該介護を必要とする一の継続す

る状態ごとに、 3回を超えず、かつ、通算して6

月を超えない範囲内で指定する期間（以下「指定

期間」という。）内において勤務しないことが相

当であると認められる場合における休暇とする。

2 略

3 略

（病気休暇等の承認）

第19条略
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旦L職員に対する介護両立支援制度等に係る研

修の実施

盟介護両立支援制度等に関する相談体制の整

備

凶その他介護両立支援制度等に係る勤務環境

の整備に関する措置

（会計年度任用職員及び臨時的任用職員の勤務

時間、休暇等）

第22条略

（委任）

第23条略

（会計年度任用職員及び臨時的任用職員の勤務

時間、休暇等）

第20条略

（委任）

第21条略
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茅ヶ崎市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例参照条文

0地方公務員法

（給与、勤務時間その他の勤務条件の根本基準）

第二十四条 職員の給与は、その職務と責任に応ずるものでなければならない。

2 職員の給与は、生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与その他

の事情を考慮して定められなければならない。

3 職員は、他の職員の職を兼ねる場合においても、これに対して給与を受けてはならない。

4 職員の勤務時間その他職員の給与以外の勤務条件を定めるに当つては、国及び他の地方公共団体の

職員との間に権衡を失しないように適当な考慮が払われなければならない。

5 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、条例で定める。

0育児休業、介護休業等育児又は家族介謹を行う労働者の福祉に関する法律

第十六条の八 事業主は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者であって、当該事業主

と当該労働者が屈用される事業所の労働者の過半数で組織する労働組合があるときはその労働組合、

その事業所の労働者の過半数で組織する労働組合がないときはその労働者の過半数を代表する者との

書面による協定で、次に掲げる労働者のうちこの項本文の規定による請求をできないものとして定め

られた労働者に該当しない労働者が当該子を養育するために請求した場合においては、所定労働時間

を超えて労働させてはならない。ただし、事業の正常な運営を妨げる場合は、この限りでない。

ニ 当該事業主に引き続き雇用された期間が一年に満たない労働者
二 前号に掲げるもののほか、当該請求をできないこととすることについて合理的な理由があると認
められる労働者として厚生労働省令で定めるもの

2 前項の規定による請求は、厚生労働省令で定めるところにより、その期間中は所定労働時間を超え

て労働させてはならないこととなる一の期間（一月以上一年以内の期間に限る。第四項において「制

限期間」という。）について、その初日（以下この条において「制限開始予定日」という。）及び末

日（第四項において「制限終了予定日」という。）とする日を明らかにして、制限開始予定日の一月

前までにしなければならない。この場合において、この項前段に規定する制限期間については、第十

七条第二項前段（第十八条第一項において準用する場合を含む。）に規定する制限期間と重複しない

ようにしなければならない。

3 第一項の規定による請求がされた後制限開始予定日とされた日の前日までに、子の死亡その他の労

働者が当該請求に係る子の養育をしないこととなった事由として厚生労働省令で定める事由が生じた

ときは、当該請求は、されなかったものとみなす。この場合において、労働者は、その事業主に対し

て、当該事由が生じた旨を遅滞なく通知しなければならない。

4 次の各号に掲げるいずれかの事情が生じた場合には、制限期間は、当該事情が生じた日（第三号に

掲げる事情が生じた場合にあっては、その前日）に終了する。

ー 制限終了予定日とされた日の前日までに、子の死亡その他の労働者が第一項の規定による請求に

係る子を養育しないこととなった事由として厚生労働省令で定める事由が生じたこと。

二 制限終了予定日とされた日の前日までに、第一項の規定による請求に係る子が小学校就学の始期

に達したこと。

三 制限終了予定日とされた日までに、第一項の規定による請求をした労働者について、労働基準法

第六十五条第一項若しくは第二項の規定により休業する期間、育児休業期間、出生時育児休業期間

又は介護休業期間が始まったこと。

5 第三項後段の規定は、前項第一号の厚生労働省令で定める事由が生じた場合について準用する。

第六十一条の二 第二章から第九章まで、第三十条、前章、第五十三条、第五十四条、第五十六条、第

五十六条の二、第六十条、次条から第六十四条まで及び第六十六条の規定は、地方公務員に関しては

、適用しない。

2 

｛略
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1 3 

旦任命権者等は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する地方公共団体等の職員（短時間勤

務職員以外の非常勤職員にあっては、第十六条の八第一項の規定を適用するとしたならば同項各号の

いずれにも該当しないものに限る。）が当該子を養育するために請求した場合において、公務の運営

に支障がないと認めるときは、その者について、所定労働時間を超えて勤務＿しないことを承認しなけ

ればならない。

1 5 

？略

2 5 

0育児又は介護を行う職員の早出遅出勤務並びに深夜勤務及び超過勤務の制限並びに意向

確認等

（育児を行う職員の超過勤務の制限）

第九条 各省各庁の長は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職員が当該子を養育するために請

求した場合には、当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難である

場合を除き、超過勤務（災害その他避けることのできない事由に基づく臨時の勤務を除く。以下同じ

。）をさせてはならない。

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員等に対する意向確認等）

第十四条 各省各庁の長は、職員が配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者

を含む。以下この項において同じ。）、父髯、子、配偶者の父母又は規則ー五ーー四第二十三条

第一項で定める者が当該職員の介護を必要とする状況に至ったことを申し出たときは、人事院の

定めるところにより、当該職員に対して、仕事と介護との両立に資するものとして人事院が定め

る制度又は措置（以下この条及び次条において「介謹両立支援制度等」という。）その他の人事

院が定める事項を知らせるとともに、介護両立支援制度等の申告、請求又は申出（次条において

「請求等」という。）に係る当該職員の意向を確認するための面談その他の人事院が定める措置

を講じなければならない。

旦各省各庁の長は、人事院の定めるところにより、職員に対して、当該職員が四十歳に達した日

の属する年度（四月一日から翌年の三月三十一日までをいう。）において、前項に規定する人事

院が定める事項を知らせなければならない。

（勤務環境の整備に関する措置）

第十五条 各省各庁の長は、介護両立支援制度等の請求等が円滑に行われるようにするため、次に

掲げる措置を講じなければならない。＿

職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施

二介護両立支援制度等に関する相談体制の整備

二 その他人事院が定める介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措置

旦 人事院は、各省各庁の長が前項の規定により実施する同項第一号の研修の調整及び指導に当た

るとともに、自ら実施することが適当と認められる介護両立支援制度等に係る研修について計画

を立て、その実施に努めるものとする。
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|― 議案第5 -―号 l 
茅ヶ崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例について

1 提案の理由

東日本大震災により被害を受けた者に係る保険料の減免の特例措置の期間を延長する

ため提案する。

2 根拠法規

国民健康保険法（昭和 33年法律第 19 2号）第 77条

3 条例の概要

(1) 市長は、平成 23年 3月 11日において警戒区域の設定を行うことの指示の対象と

なった区域等に住所を有していた者の属する世帯の納付義務者に対し、令和 7年度分

の保険料を減免することができることとした。 （附則第 6条関係）

(2) この条例は、公布の日から施行することとし、所要の経過措置を設けることとした

゜
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茅ヶ崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例新旧対照表

改

附則

（東日本大震災に伴う保険料の減免の特例）

正 後 改 正 前

附則

（東日本大震災に伴う保険料の減免の特例）

第6条市長は、第45条第1項の規定にかかわら 1第6条市長は、第45条第1項の規定にかかわら

ず、平成23年3月11日に次の各号のいずれか

に該当する区域又は地点に住所を有していた者の

属する世帯の納付義務者に対し、令和7年度分の

保険料を減免することができる。

(1)略

(2)略

2 略

ず、平成23年3月11日に次の各号のいずれか

に該当する区域又は地点に住所を有していた者の

属する世帯の納付義務者に対し、令和6年度分の

保険料を減免することができる。

(1)略

(2)略

2 略

し
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茅ヶ崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例参照条文

0国民健康保険法

（保険料の減免等）

第七十七条 市町村及び組合は、条例又は規約の定めるところにより、特別の理由がある者に対し、保

険料を減免し、又はその徴収を猶予することができる。

（条例又は規約への委任）

第八十一条 第七十六条から前条までに規定するもののほか、賦課額、保険料率、納期、減額賦課その

他保険料の賦課及び徴収等に関する事項は、政令で定める基準に従って条例又は規約で定める。

0茅ヶ崎市国民健康保険条例

（保険料の減免）

第45条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者のうち必要があると認められる者に対し、保険料

を減免することができる。

旦）法第59条各号のいずれかに該当するに至った者の属する世帯の納付義務者

叫震災、風水害、火災その他これらに類する災害により住宅（被保険者が専ら自己の居住のために

使用するものに限る。）、家財又はその他の財産に著しい損害を受けた者

卑死亡又は疾病若しくは長期間の入院により収入が著しく減少した者

旦）事業又は業務の廃止又は休止、事業における著しい損失、失業等により収入が著しく減少した者

豆前3号に掲げる理由に準ずる理由により収入が著しく減少した者

豆次のいずれにも該当する者（被保険者の資格を取得した日の属する月以後 2年を経過する月まで

の間にある者に限る。）の属する世帯の納付義務者

工被保険者の資格を取得した日において、 65歳以上である者

1 被保険者の資格を取得した日の前日において、次のいずれかに該当する者（当該資格を取得し
た日において、高齢者医療確保法の規定による被保険者となった者に限る。）の被扶養者であっ

こ査
立L健康保険法の規定による被保険者（同法第3条第2項の規定による日雇特例被保険者を除く

゜
旦L船員保険法の規定による被保険者
叫国家公務員共済組合法又は地方公務員等共済組合法に基づく共済組合の組合員

旦私立学校教職員共済法（昭和28年法律第245号）の規定による私立学校教職員共済制度

の加入者

旦）健康保険法第 12 6条の規定により日雇特例被保険者手帳の交付を受け、その手帳に健康保

険印紙をはり付けるべき余白がなくなるに至るまでの間にある者（同法第 3条第2項ただし書

の規定による承認を受けて同項の規定による日雇特例被保険者とならない期間内にある者及び

同法第 12 6条第3項の規定により当該日雇特例被保険者手帳を返納した者を除く。）

2 前項の規定より保険料の減免を受けようとする者は、納期限までに次に掲げる事項を記載した申請

書により市長に申請しなければならない。ただし、やむを得ない事由がある場合においては、納期限

後においても申請することができる。

(1)氏名及び住所

(2)減免を受けようとする保険料の額及び納期限

(3)減免を受けようとする理由

3 前条第3項の規定は、第 1項の規定による保険料の減免の申請について準用する。

4 第 1項の規定により保険料の減免を受けた者は、その理由が消滅したときは、直ちにその旨を市長

に申告しなければならない。
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議案第52号

茅ヶ崎市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正

する条例について

1 提案の理由

菱沼海岸地区地区整備計画区域内における建築物の用途等に関する制限を定めること

により、魅力ある地域づくりを推進するため提案する。

2 根拠法規

建築基準法（昭和 25年法律第20 1号）第68条の 2第 1項及び第5項

3 条例の概要

(1) 地区整備計画区域内における建築物に関する制限を定める区域に菱沼海岸地区地区

整備計画区域を加えることとした。 （別表第 1関係）

(2)菱沼海岸地区地区整備計画区域内における建築物に関する制限として、住宅等の建

築物は建築してはならないこと、建築物の敷地面積の最低限度は 2, 0 0 0平方メー

トルとすること等を定めることとした。 （別表第 2関係）

(3)菱沼海岸地区地区整備計画区域においては、第一種低層住居専用地域内における建

築物の用途の制限にかかわらず、ゴルフ場の附属施設等の建築物を建築することがで

きることとした。 （第4条の 2、別表第3関係）

(4)所要の規定を整備することとした。 （第 1条、第 5条関係）

(5) この条例は、公布の日から施行することとした。
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茅
ヶ
崎
市
地
区
計
画
の
区
域
内
に
お
け
る
建
築
物
の
制
限
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
新
旧
対
照
表

改
正

後
改

正
前

（
目
的
）

（
目
的
）

第
1
条
こ
の
条
例
は
、
建
築
基
準
法
（
昭
和
2
5
年
法
律
第
2
0
 1
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
6
8
条
の
2
第
1
項
及
び
第
5
項
の
規
第
1
条
こ
の
条
例
は
、
建
築
基
準
法
（
昭
和
2
5
年
法
律
第
2
0
 1
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
6
8
条
の
2
第
1
項

の
規

定
に
基
づ
き
、
地
区
計
画
の
区
域
内
に
お
け
る
建
築
物
に
関
す
る
制
限
を
定
め
る
こ
と
に
よ
り
、
適
正
か
つ
合
理
的
な
土
地
利
用
を
図
り
、
定
に
基
づ
き
、
地
区
計
画
の
区
域
内
に
お
け
る
建
築
物
に
関
す
る
制
限
を
定
め
る
こ
と
に
よ
り
、
適
正
か
つ
合
理
的
な
土
地
利
用
を
図
り
、

も
っ
て
健
全
な
都
市
環
境
を
確
保
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

も
っ
て
健
全
な
都
市
環
境
を
確
保
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

（
建
築
物
の
用
途
の
制
限
）

（
建
築
物
の
用
途
の
制
限
）

第
4
条
略

第
4
条
略

（
建
筈
物
の
用
途
の
制
限
の
盤
租
）

第
4
条
の
2
別
表
第
3
に
掲
げ
る
地
区
整
備
計
画
区
域
内
に
お
い
て
は
>
同
表
に
掲
げ
る
建
簑
惣
は
、
当
魃
地
区
整
備
計
画
区
域
に
適
用
さ

れ
る
用
途
地
域
内
の
建
堡
惣
の
用
途
の
制
隈
に
か
か
わ
ら
ず
）
建
簑
す
る
こ
と
が
で
き
る
，

（
建
築
物
の
容
積
率
の
最
高
限
度
）

（
建
築
物
の
容
積
率
の
最
高
限
度
）

第
5
条
建
築
物
の
延
べ
面
積
の
敷
地
面
積
に
対
す
る
割
合
（
以
下
「
容
積
率
」
と
い
う
。
）
は
、
別
表
第
2
に
掲
げ
る
地
区
整
備
計
画
区
域
の
第
5
条
建
築
物
の
延
べ
面
積
の
敷
地
面
積
に
対
す
る
割
合
（
以
下
「
容
積
率
」
と
い
う
。
）
は
、
別
表
第
2
に
掲
げ
る
地
区
整
備
計
画
区
域
の

区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
（
イ
）
欄
に
掲
げ
る
数
値
以
下
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
（
イ
）
欄
に
掲
げ
る
数
値
以
下
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

2
 
前
項
に
規
定
す
る
容
積
率
の
算
定
の
基
礎
と
な
る
延
べ
面
積
に
は
、
次
に
掲
げ
る
床
面
積
は
、
算
入
し
な
い
も
の
と
す
る
。

2
 
前
項
に
規
定
す
る
容
積
率
の
算
定
の
基
礎
と
な
る
延
べ
面
積
に
は
、
次
に
掲
げ
る
床
面
積
は
、
算
入
し
な
い
も
の
と
す
る
。

(1
) 

(1
) 

I
 
略

I
 
略

(8
) 

(8
) 

(9
)
高
齢
者
、
障
害
者
等
の
移
動
等
の
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
1
8
年
法
律
第
9
1
号
）
第
1
7
条
第
3
項
の
認
定
を
受
け
(9
)
高
齢
者
、
障
害
者
等
の
移
動
等
の
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
1
8
年
法
律
第
9
1
号
）
第
1
7
条
第
3
項
の
認
定
を
受
け

た
計
画
（
同
法
第
1
8
条
第
1
項
の
規
定
に
よ
る
変
更
の
認
定
が
あ
っ
た
と
き
は
、
そ
の
変
更
後
の
も
の
）
に
係
る
特
定
建
築
物
（
同
法

た
計
画
（
同
法
第
1
8
条
第
1
項
の
規
定
に
よ
る
変
更
の
認
定
が
あ
っ
た
と
き
は
、
そ
の
変
更
後
の
も
の
）
に
係
る
特
定
建
築
物
（
同
法

第
2
条
第
1
8
号
に
規
定
す
る
特
定
建
築
物
を
い
う
。
）
の
建
築
物
特
定
施
設
（
同
法
第
2
条
第
2
0
号
に
規
定
す
る
建
築
物
特
定
施
設
を

第
2
条
第
1
6
号
に
規
定
す
る
特
定
建
築
物
を
い
う
。
）
の
建
築
物
特
定
施
設
（
同
法
第
2
条
第
1
8
号
に
規
定
す
る
建
築
物
特
定
施
設
を

い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
床
面
積
の
う
ち
、
移
動
等
円
滑
化
（
同
法
第
2
条
第
2
号
に
規
定
す
る
移
動
等
円
滑
化
を
い
う
。
）
の
措
置
を
と

い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
床
面
積
の
う
ち
、
移
動
等
円
滑
化
（
同
法
第
2
条
第
2
号
に
規
定
す
る
移
動
等
円
滑
化
を
い
う
。
）
の
措
置
を
と

る
こ
と
に
よ
り
通
常
の
建
築
物
の
建
築
物
特
定
施
設
の
床
面
積
を
超
え
る
こ
と
と
な
る
場
合
に
お
け
る
高
齢
者
、
障
害
者
等
の
移
動
等
の

る
こ
と
に
よ
り
通
常
の
建
築
物
の
建
築
物
特
定
施
設
の
床
面
積
を
超
え
る
こ
と
と
な
る
場
合
に
お
け
る
高
齢
者
、
障
害
者
等
の
移
動
等
の

円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
平
成
1
8
年
政
令
第
3
7
 9
号
）
第
2
7
条
に
定
め
る
床
面
積

円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
平
成
1
8
年
政
令
第
3
7
9
号
）
第
2
4
条
に
定
め
る
床
面
積

(1
0)
略

(1
0)
略

3
略

3
略

別
表
第
1
（第
3
条
関
係
）

別
表
第
1
（第
3
条
関
係
）

名
称

区
域

略上
ノ
前
坤
ぼ
琲
ト
軸
細
名
計
称両
区
域

路略

区
域

略
略

上
ノ
前
地
区
地
区
整
備
計
画
区
域

略

菱
沼
海
岸
地
区
地
区
整
備
計
画
区
域

都
市
計
画
法
第
2
0
条
第
1
項
の
規
定
に
よ
り
告
示
さ
れ
た
茅
ヶ
崎

都
市
計
画
菱
沼
海
岸
地
区
地
区
計
画
に
お
い
て
地
区
整
備
計
画
が
定
め

ら
れ
た
区
域

別
表
第
2
（第
4
全
)
策
5
条
～
痘
1
0
粂
偲
堡
）

別
表
第
2
(
 4
 
~
 1
 0
 

地
区
整
備
計
画
地
区

（ア
）

（イ
）

（エ
）

（オ
）

（力
）
（キ
）

地
区
整
備
計
画
地
区

（イ
）

（オ
）

（力
）
（キ
）

計
画
区
城
の
名
称
築
し
て
は
な
ら
な

の
外
壁
又
は
こ
れ
に

は
柵
；
画
区
城
の
名
称

し
て
は
な
ら
な

は
柵

の
名
称

い
建
築
物

る
柱
の
面
か
ら
敷
地
境

構
造
の
の
名
称

い
建
築
物

柱
の
面
か
ら

構
造
の

ま
で
の
距
離
の
最
低
限
高
限
度
限

で
の
距
離
の

限

略
略

略

次
に
握
げ
る
建
筈

-
2
 
0
 0
 0‘ 
(1
)
謳
区
(1 
巡
査
派
出

方
メ
ー
ト
ル
墓

豆
公
塞
電

l
疇

た
だ
し
巡
査
邑
建
話
匝
そ
の
他
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戸

別
表
第
3
（第
4
条
の
2
関
係
）

地
区
整
備
計
画
区
域
の
名
称

菱
沼
海
岸
地
区
地
区
整
備
計
画
区
域

璽
る
こ
と
が
で
き
委
塁
壁
勉

旦
L
ゴ
ル
フ
場
の
附
属
施
設
(
3
階
以
上
の
部
分
を
そ
の
用
途
に
供
す
る
も
の
を
除
く
。
）

盟
店
舗
、
飲
食
店
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
用
途
に
供
す
る
も
の
の
う
ち
建
築
基
準
法
施

行
令
第
1
3
0
条
の
5
の
3
各
号
に
掲
げ
る
も
の
で
そ
の
用
途
に
供
す
る
部
分
の
床
面
積

の
合
計
が
5
0
 0
平
方
メ
ー
ト
ル
以
内
の
も
の
(
3
階
以
上
の
部
分
を
そ
の
用
途
に
供
す

る
も
の
を
除
く
。
）

卑
事
務
所
で
床
面
積
の
合
計
が
5
0
0
平
方
メ
ー
ト
ル
以
内
の
も
の
(
3
階
以
上
の
部
分

を
そ
の
用
途
に
供
す
る
も
の
を
除
く
。
）

旦
ゴ
ル
フ
場
を
利
用
す
る
者
の
宿
泊
を
主
た
る
目
的
と
す
る
ホ
テ
ル
又
は
旅
館
で
床
面
積

の
合
計
が
5
0
 0
平
方
メ
ー
ト
ル
以
内
の
も
の
(
3
階
以
上
の
部
分
を
そ
の
用
途
に
供
す

る
も
の
を
除
く
。
）

但
前
各
号
の
建
築
物
に
附
属
す
る
も
の
（
自
動
車
車
庫
に
あ
っ
て
は
床
面
積
の
合
計
が
3

,
 0
 0
 0
平
方
メ
ー
ト
ル
以
内
の
も
の
(
3
階
以
上
の
部
分
を
そ
の
用
途
に
供
す
る
も
の

を
除
く
。
）
に
限
り
、
建
築
基
準
法
施
行
令
第
1
3
 0
条
の
5
第
4
号
又
は
第
5
号
に
掲

げ
る
も
の
を
除
く
。
）

豆
）
保
土
下
所
そ
の
他
こ
れ
に
す
る
も
の
、
診
療
万
又
は
巡
査
派
所
若
し
く
は
公
衆
電
話

所
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
公
益
上
必
要
な
建
築
物
に
附
属
す
る
自
動
車
車
庫
で
床
面
積

の
合
計
が
3,
0
 0
 0
平
方
メ
ー
ト
凸
差
し
内
の
も
の
(
3
階
以
上
の
部
分
を
そ
の
用
途
に

供
す
る
も
の
を
除
く
。
）
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茅ヶ崎市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例参照

条文

0建築基準法

（用途地域等）

第四十八条 第一種低層主居 用地域内においては、別表 二（い）項に掲げる建築物以外の建

物は、建 してはならない。ただし、特定行政庁が第一種低層住居専用地域における良好な主居

の環境を害するおそれがないと認め、又は公益上やむを得ないと認めて許可した場合においては

、この限りでない。

2 

！略

1 7 

（市町村の条例に基づく制限）

第六十八条の二 市町村は、地区計画等の区域（地区整備計画、特定建築物地区整備計画、防災街

区整備地区整備計画 歴史的風致維持向上地区整備計画、沿道地区整備計画又は 落地区整備計

画（以下「地区整備計画等」という。）が定められている区域に限る。）内において、建 物の

敷地、構造、建 設備又は用途に関する事項で当該地区計画等の内容として定められたものを、

条例で、これらに関する制限として定めることができる。＿

2 前項の規定による制限は、建築物の利用上の必要性、当該区域内における土地利用の状況等を

考慮し、地区計画、防災街区整備地区計画、歴史的風致維持向上地区計画又は沿道地区計画の区

域にあっては適正な都市機能と健全な都市環境を確保するため、集落地区計画の区域にあっては

当該集落地区計画の区域の特性にふさわしい良好な居住環境の確保と適正な土地利用を図るため

、それぞれ合理的に必要と認められる限度において、同項に規定する事項のうち特に重要な事項

につき、政令で定める基準に従い、行うものとする。

3 第一項の規定に基づく条例で建築物の敷地面積に関する制限を定める場合においては、当該条

例に、当該条例の規定の施行又は適用の際、現に建築物の敷地として使用されている土地で当該

規定に適合しないもの又は現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用す

るならば当該規定に適合しないこととなる土地について、その全部を一の敷地として使用する場

合の適用の除外に関する規定（第三条第三項第一号及び第五号の規定に相当する規定を含む。）

を定めるものとする。

4 第一項の規定に基づく条例で建築物の構造に関する防火上必要な制限を定める場合においては

、当該条例に、第六十五条の規定の例により、当該制限を受ける区域の内外にわたる建築物につ

いての当該制限に係る規定の適用に関する措置を定めるものとする。

豆~ 市町村は、用途地域における用途の制限を補完し、当該地区計画等（ 落地区計画を除く。）

の区域の特性にふさわしい土地利用の 進等の目的を達成するため必要と認める場合においては

、国土交通大臣の承認を得て、第一項の規定に基づく条例で、 四十八条第一項から第十三項ま

での規定による制限を緩和することができる。

別表第二 用途地 等内の建物の制限（ 二十七条、第四十八条、第六十八条の三関係）

（い） 1 ：；竺竺!喜竺:竺:：:に建 1口靡字で事務所、店舗その他
これらに類する用途を兼ねる

もののうち政令で定めるもの

三 共同住宅、寄宿舎又は下宿

四 学校（大学、高等専門学校

、専修学校及び各種学校を除

く。）、図書館その他これら

に類するもの

五神社、寺院、教会その他こ
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れらに類するもの

六 老人ホーム、保育所、福祉

ホームその他これらに類する

もの

七公衆浴場（風俗営業等の規

制及び業務の適正化等に関す

る法律（昭和二十三年法律第

百二十二号）第二条第六項第

一号に該当する営業（以下こ

の表において「個室付浴場業

」という。）に係るものを除

く。）

八診療所

九 巡査派出所、公衆電話所そ

の他これらに類する政令で定

める公益上必要な建築物

土前各号の建築物に附属する

もの（政令で定めるものを除

く。）

略 略 略

0都市計画法

（地区計画等）

第十二条の四 都市計画区域については、都市計画に、次に掲げる計画を定めることができる。

口
地区計画

密集市街地整備法第三十二条第一項の規定による防災街区整備地区計画

地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（平成二十年法律第四十号）第三十一条第

一項の規定による歴史的風致維持向上地区計画

四 幹線道路の沿道の整備に関する法律（昭和五十五年法律第三十四号）第九条第一項の規定による

沿道地区計画

五 集落地域整備法（昭和六十二年法律第六十三号）第五条第一項の規定による集落地区計画

旦 地区計画等については、都市計画に、地区計画等の種類、名称、位置及び区域を定めるものとする

とともに、区域の面積その他の政令で定める事項を定めるよう努めるものとする。

（地区計画）

第十二条の五 地区計画は、建築物の建築形態、公共施設その他の施設の配置等からみて、一体として

それぞれの区域の特性にふさわしい態様を備えた良好な環境の各街区を整備し、開発し、及び保全す

るための計画とし、次の各号のいずれかに該当する土地の区域について定めるものとする。

ニ用途地域が定められている土地の区域

二 用途地域が定められていない士地の区域のうち次のいずれかに該当するもの

イ 住宅市街地の開発その他建築物若しくはその敷地の整備に関する事業が行われる、又は行われ

た士地の区域

ロ 建築物の建築又はその敷地の造成が無秩序に行われ、又は行われると見込まれる一定の土地の

区域で、公共施設の整備の状況、土地利用の動向等からみて不良な街区の環境が形成されるおそ

れがあるもの

ハ 健全な住宅市街地における良好な居住環境その他優れた街区の環境が形成されている土地の区

域

旦 地区計画については、前条第二項に定めるもののほか、都市計画に、第一号に掲げ召事項を定める

ものとするとともに、第二号及び第三号に掲げる事：項窒定めるよう努めるものとする。
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3 

二 次に掲げる施設（以下「地区施設」という。）及び建築物等の整備並びに土地の利用に関する計

画（以下「地区整備計画」という。）

工 主として街区内の居住者等の利用に供される道路、公園その他の政令で定める施設
旦街区における防災上必要な機能を確保するための避難施設、避難路、雨水貯留浸透施設（雨水

を一時的に貯留し、又は地下に浸透させる機能を有する施設であって、浸水による被害の防止を

目的とするものをいう。）その他の政令で定める施設

― 当該地区計画の目標
― 当該区域の整備、開発及び保全に関する方針

1 略
6 

7 地区整備計画においては、次に掲げる事項（市街化調整区域内において定められる地区整備計画に

ついては、建築物の容積率の最低限度、建築物の建築面積の最低限度及び建築物等の高さの最低限度

を除く。）を定めることができる。

二地区施設の配置及び規模

ニ建築物等の用途の制限、建築物の容積率の最高限度又は最低限度、建築物の建蔽率の最高限度、

建築物の敷地面積又は建築面積の最低限度、建築物の敷地の地盤面の高さの最低限度、壁面の位置

の制限、壁面後退区域（壁面の位置の制限として定められた限度の線と敷地境界線との間の士地の

区域をいう。以下同じ。）における工作物の設置の制限、建築物等の高さの最高限度又は最低限度

、建築物の居室（建築基準法第二条第四号に規定する居室をいう。）の床面の高さの最低限度、建

築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限、建築物の緑化率（都市緑地法第三十四条第二項に規定

する緑化率をいう。）の最低限度その他建築物等に関する事項で政令で定めるもの

二現に存する樹林地、草地等で良好な居住環境を確保するため必要なものの保全に関する事項（次

号に該当するものを除く。）

阻現に存する農地（耕作の目的に供される士地をいう。以下同じ。）で農業の利便の増進と調和し

た良好な居住環境を確保するため必要なものにおける土地の形質の変更その他の行為の制限に関す

る事項

互前各号に掲げるもののほか、上地の利用に関する事項で政令で定めるもの

8 略

（都市計画の告示等）

第二十条 都道府県又は市町村は、都市計画を決定したときは、その旨を告示し、かつ、都道府県

にあっては関係市町村長に、市町村にあっては都道府県知事に、第十四条第一項に規定する図書

の写しを送付しなければならない。

2 都道府県知事及び市町村長は、国土交通省令で定めるところにより、前項の図書又はその写しを当

該都道府県又は市町村の事務所に備え置いて一般の閲覧に供する方法その他の適切な方法により公衆

の縦覧に供しなければならない。

3 都市計画は、第一項の規定による告示があった日から、その効力を生ずる。

0高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（高齢者、障害者等の移動等の

円滑化の促進に関する法律の一部を改正する法律（令和 2年法律第 28号）第 2条の規

定による改正後のもの）

（定義）

第二条 この法律において次の各号に掲げる用＿語の意義は、それぞ定し当該負王日こ定めるところによ

る
゜
一略

ニ移動等円滑化 高齢者、障害者等の移動又は施設の利用に係る身体の負担を軽減することに

より'-----王の移動上又は施設の利用＿上の利便性及び安全j生を向上することをいう旦
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略

十七

土ム特定建築物 学校、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、ホテル、事務所、共

同住宅、老人ホームその他の多数の者が利用する政令で定める建築物又はその部分をいい、こ

れらに附属する建築物特定施設を含むものとする。

十九略

二建築物特定施設 出入口、廊下、階段、エレベーター、便所、敷地内の通路、駐車場その

他の建築物又はその敷地に設けられる施設で政令で定めるものをいう。

二十一

［略

三十二

（特定建築物の建築等及び維持保全の計画の認定）

第十七条 建築主等は、特定建築物の建築、修繕又は模様替（修繕又は模様替にあっては、建築物

特定施設に係るものに限る。以下「建築等」という。）をしようとするときは、主務省令で定め

るところにより、特定建築物の建築等及び維持保全の計画を作成し、所管行政庁の認定を申請す

ることができる。

2 前項の計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

特定建築物の位置

― 特定建築物の延べ面積、構造方法及び用途並びに敷地面積
― 計画に係る建築物特定施設の構造及び配置並びに維持保全に関する事項
四 特定建築物の建築等の事業に関する資金計画

五 その他主務省令で定める事項

旦 所管行政庁は、第一項の申請があった場合において、当該申請に係る特定建築物の建築等及び

維持保全の計画が次に掲げる基準に適合すると認めるときは、認定をすることができる。

二 前項第三号に掲げる事項が、建築物移動等円滑化基準を超え、かつ、高齢者、障害者等が円

滑に利用できるようにするために誘導すべき主務省令で定める建築物特定施設の構造及び配置

に関する基準に適合すること。

二 前項第四号に掲げる資金計画が、特定建築物の建築等の事業を確実に遂行するため適切なも
のであること。

4 前項の認定の申請をする者は、所管行政庁に対し、当該申請に併せて、建築基準法第六条第一

項（同法第八十七条第一項において準用する場合を含む。第七項において同じ。）の規定による

確認の申請書を提出して、当該申請に係る特定建築物の建築等の計画が同法第六条第一項の建築

基準関係規定に適合する旨の建築主事又は建築副主事の通知（以下この条において「適合通知」

という。）を受けるよう申し出ることができる。

5 前項の申出を受けた所管行政庁は、速やかに当該申出に係る特定建築物の建築等の計画を建築

主事又は建築副主事に通知しなければならない。

6 建築基準法第十八条第三項及び第十五項の規定は、建築主事又は建築副主事が前項の通知を受

けた場合について準用する。この場合においては、建築主事又は建築副主事は、申請に係る特定

建築物の建築等の計画が第十四条第一項の規定に適合するかどうかを審査することを要しないも

のとする。

7 所管行政庁が、適合通知を受けて第三項の認定をしたときは、当該認定に係る特定建築物の建

築等の計画は、建築基準法第六条第一項の規定による確認済証の交付があったものとみなす。

8 建築基準法第十二条第八項、第九十三条及び第九十三条の二の規定は、建築主事又は建築副主

事が適合通知をする場合について準用する。

（特定建築物の建築等及び維持保全の計画の変更）

第十八条 前条第三項の認定を受けた者（以下「認定建築主等」という。）は、当該認定を受けた

計画の変更（主務省令で定める軽微な変更を除く。）をしようとするときは、所管行政庁の認定

を受けなければならない。
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前条の規定は、前項の場合について準用する。

〇建築基準法施行令

（第一種低層住居専用地域等内に建築してはならない附属建築物）

第百三十条の五 法別表第二（い）項第十号、 （ろ）項第三号及び（ち）項第六号（法第八十七条

第二項又は第三項において法第四十八条第一項、第二項及び第八項の規定を準用する場合を含む

。）の規定により政令で定める建築物は、次に掲げるものとする。

ー 自動車車庫で当該自動車車庫の床面積の合計に同一敷地内にある建築物に附属する自動車車

庫の用途に供する工作物の築造面積（当該築造面積が五十平方メートル以下である場合には、

その値を減じた値）を加えた値が六百平方メートル（同一敷地内にある建築物（自動車車庫の

用途に供する部分を除く。）の延べ面積の合計が六百平方メートル以下の場合においては、当

該延べ面精の合計）を超えるもの（次号に掲げるものを除く。）

二 公告対象区域内の建築物に附属する自動車車庫で次のイ又は口のいずれかに該当するもの

イ 自動車車庫の床面積の合計に同一敷地内にある建築物に附属する自動車車庫の用途に供す

る工作物の築造面積を加えた値が二千平方メートルを超えるもの

ロ 自動車車庫の床面積の合計に同一公告対象区域内にある建築物に附属する他の自動車車庫

の床面積の合計及び当該公告対象区域内にある建築物に附属する自動車車庫の用途に供する

工作物の築造面積を加えた値が、当該公告対象区域内の敷地ごとに前号の規定により算定さ

れる自動車車庫の床面積の合計の上限の値を合算した値を超えるもの

三 自動車車庫で二階以上の部分にあるもの

四~床面積の合計が十五平方メートルを超える畜舎

亙~ 法別表第二（と）項第四号に掲げるもの

（第一種中高層住居専用地域内に建築することができる店舗、飲食店等の建築物）

第百三十条の五の三 法別表第二（は）項第五号（法第八十七条第二項又は第三項において法第四

十八条第三項の規定を準用する場合を含む。）の規定により政令で定める建築物は、次に掲げる

ものとする。

前条第二号から第五号までに掲げるもの

物品販売業を営む店舗（専ら性的好奇心をそそる写真その他の物品の販売を行うものを除く

。）又は飲食店

二銀行の支店、損害保険代理店、宅地建物取引業を営む店舗その他これらに類するサービス業

を営砂店舗

二

0高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（高齢者、障害者等

の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令の一部を改正する政令（令和 6年政令第

2 2 1号）の規定による改正後のもの）

（認定特定建築物等の容積率の特例）

第二十七条 法第十九条（法第二十二条の二第五項において準用する場合を含む。）の政令で定め

る床面積は、認定特定建築物又は認定協定建築物の延べ面積の十分のーを限度として、当該認定

特定建築物の建築物特定施設又は当該認定協定建築物の協定建築物特定施設の床面積のうち、通

常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えることとなるものとして国土交通大臣が定めるもの

とする。
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い
て
同
じ
。
）
設
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
当
該
階
が
直
接
地
上
へ
通
ず
る
出
入
口
の
あ
る
階
（
第
十
九
条
第
十
七
条
を
第
十
八
条
と
し
、
第
十
六
条
を
第
十
七
条
と
し
、
第
十
五
条
を
第
十
六
条
と
し
、
第
十
四
条
の
次
に
次

第
一
項
第
一
号
及
び
第
二
項
第
五
号
イ
に
お
い
て
「
地
上
階
」
と
い
う
。
）
で
あ
り
、
か
つ
、
車
椅
子
使
用
者
用
便
房
の
一
条
を
加
え
る
。

（
劇
場
等
の
客
席
）

第
十
五
条
劇
場
等
の
客
席
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
数
以
上
の
車
椅

を
一
以
上
設
け
る
施
設
が
同
一
敷
地
内
の
当
該
出
入
口
に
近
接
す
る
位
置
に
あ
る
場
合
そ
の
他
の
車
椅
子
使
用
者
が

子
使
用
者
用
部
分
（
車
椅
子
の
転
回
に
支
障
が
な
い
こ
と
そ
の
他
の
車
椅
子
使
用
者
が
円
滑
に
利
用
す
る
こ
と
が
で

車
椅
子
使
用
者
用
便
房
を
利
用
す
る
上
で
支
障
が
な
い
も
の
と
し
て
国
土
交
通
大
臣
が
定
め
る
場
合
は
、
こ
の
限
り

て

力

、

き

る

も

の

と

し

て

国

土

交

通

大

臣

が

定

め

る

基

準

に

適

合

す

る

場

所

を

い

う

。

第

十

九

条

第

一

項

第

一

号

に

お

い

て
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〗
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〗
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叶
k一
百
分
の
を

1
iー

ニ

当
該
客
席
の
出
入
口
と
車
椅
子
使
用
者
用
部
分
と
の
間
の
経
路
（
以
下
こ
の
項
及
び
第
二
十
三
条
に
お
い
て
「
車
椅
子
（
経
過
措
置
）

使
用
者
用
経
路
」
と
い
う
。
）
を
含
み
、
」
と
あ
る
の
は
「
経
路

0

と
」
を
加
え
、
「
第
十
六
条
の
」
を
「
第
十
七
条
の
」

2

こ
の
政
令
に
よ
る
改
正
後
の
高
齢
者
、
障
害
者
等
の
移
動
等
の
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
以
下
こ

に
、
「
第
十
六
条
各
号
」
を
「
第
十
七
条
各
号
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
第
十
九
条
」
を
「
第
二
十
条
」
に
改
め
、
の
項
に
お
い
て
「
新
令
」
と
い
う
。
）
第
十
四
条
第
一
項
（
新
令
第
二
十
四
条
及
び
第
二
十
五
条
の
規
定
に
よ
り
読
み

同
条
第
三
項
中
「
第
十
八
条
」
を
「
第
十
九
条
」
に
改
め
、
同
条
を
第
二
十
六
条
と
す
る
。
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
及
び
第
二
項
か
ら
第
四
項
ま
で
並
び
に
第
十
五
条
の
規
定
並
び
に
新
令
第
十
八
条

第
一
項
、
第
十
九
条
第
一
項
（
第
四
号
に
係
る
部
分
を
除
く
。
）
及
び
第
二
十
三
条
（
第
二
号
、
第
四
号
及
び
第
六
号

に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
新
令
第
二
十
四
条
及
び
第
二
十
五
条
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用

第
二
十
四
条
中
「
第
二
十
二
条
」
を
「
第
二
十
三
条
」
に
改
め
、
同
条
を
第
二
十
五
条
と
す
る
。

す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
は
、
こ
の
政
令
の
施
行
の
日
以
後
に
着
手
す
る
建
築
（
用
途
の
変
更
を
し
て
特
別
特
定

第
二
十
三
条
中
「
第
十
四
条
ま
で
、
第
十
六
条
、
第
十
七
条
第
一
項
、
第
十
八
条
第
一
項
」
を
「
第
十
三
条
ま
で
、

建
築
物
（
高
齢
者
、
障
害
者
等
の
移
動
等
の
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
十
九
号
に
規
定
す
る
特
別
特

第
十
四
条
第
一
項
、
第
十
七
条
、
第
十
八
条
第
一
項
、
第
十
九
条
第
一
項
」
に
改
め
、
同
条
を
第
二
十
四
条
と
す
る
。

第
二
十
二
条
中
「
部
分
に
限
り
」
を
「
部
分
（
第
二
号
、
第
四
号
又
は
第
六
号
の
経
路
が
二
以
上
あ
る
場
合
に
あ
っ
定
建
築
物
を
い
い
、
同
法
第
十
四
条
第
三
項
の
条
例
で
定
め
る
特
定
建
築
物
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）

て
は
、
い
ず
れ
か
一
の
経
路
に
係
る
部
分
）
に
限
り
」
に
改
め
、
同
条
第
二
号
、
第
四
号
及
び
第
六
号
中
「
一
以
上
の
に
す
る
こ
と
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
及
び
当
該
建
築
を
し
た
特
別
特
定
建
築
物
の
維
持
に
つ
い
て

経
路
」
を
「
経
路
（
当
該
利
用
居
室
が
第
十
五
条
の
劇
場
等
の
客
席
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
車
椅
子
使
用
者
用
経
適
用
し
、
こ
の
政
令
の
施
行
の
日
前
に
着
手
し
た
建
築
及
び
当
該
建
築
を
し
た
特
別
特
定
建
築
物
の
維
持
に
つ
い
て

路
を
含
む
。
）
」
に
改
め
、
同
条
を
第
二
十
三
条
と
し
、
第
二
十
一
条
を
第
二
十
二
条
と
し
、
第
二
十
条
を
第
二
十
一
条
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

と

し

、

第

十

九

条

を

第

二

十

条

と

す

る

。

（

都

市

再

生

特

別

措

置

法

等

の

一

部

を

改

正

す

る

法

律

の

施

行

に

伴

う

関

係

政

令

の

整

備

に

関

す

る

政

令

の

一

部

改

正）
3

都
市
再
生
特
別
措
置
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
に
関
す
る
政
令
（
平
成
十

第
十
八
条
第
一
項
中
「
次
に
」
を
「
次
の
各
号
に
」
に
改
め
、
「
そ
れ
ぞ
れ
」
を
削
り
、
「
第
二
十
五
条
第
一
項
」
を
「
第

九
年
政
令
第
三
百
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

二
十
六
条
第
一
項
」
に
改
め
、
同
項
第
一
号
中
「
直
接
地
上
へ
通
ず
る
出
入
口
の
あ
る
階
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
地

上
階
」
と
い
う
。
）
」
を
「
当
該
利
用
居
室
が
第
十
五
条
の
劇
場
等
の
客
席
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
当
該
客
席
の
出
入
附
則
第
二
項
中
「
第
二
十
八
条
」
を
「
第
二
十
九
条
」
に
改
め
る
。

ロ
と
車
椅
子
使
用
者
用
部
分
と
の
間
の
経
路
（
以
下
こ
の
項
及
び
第
二
十
三
条
に
お
い
て
「
車
椅
子
使
用
者
用
経
路
」

と
い
う
。
）
を
含
み
、
地
上
階
」
に
、
「
あ
っ
て
は
、
」
を
「
あ
っ
て
は
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
及
び
第
三
号
中
「
経
路
」

の
下
に
「
（
当
該
利
用
居
室
が
第
十
五
条
の
劇
場
等
の
客
席
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
車
椅
子
使
用
者
用
経
路
を
含

む
。
）
」
を
加
え
、
同
条
第
二
項
第
七
号
中
「
第
十
六
条
」
を
「
第
十
七
条
」
に
改
め
、
同
条
を
第
十
九
条
と
す
る
。

第
十
七
条
第
一
項
中
「
を
設
け
る
場
合
」
を
削
り
、
「
そ
の
う
ち
一
以
上
に
、
」
を
「
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分

に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
数
以
上
の
車
椅
子
使
用
者
用
駐
車
施
設

0

に
、
「
（
以
下
「
車
椅
子
使
用
者
用
駐
車
施

設
」
と
い
う
。
）
を
一
以
上
」
を
「
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
」
に
改
め
、
同
項
に
次
の
た
だ
し
書
及
び
各
号
を
加
え
る
。

た
だ
し
、
当
該
駐
車
場
が
昇
降
機
そ
の
他
の
機
械
装
置
に
よ
り
自
動
車
を
駐
車
さ
せ
る
構
造
の
も
の
で
あ
り
、
か

つ
、
そ
の
出
入
口
の
部
分
に
車
椅
子
使
用
者
が
円
滑
に
自
動
車
に
乗
降
す
る
こ
と
が
可
能
な
場
所
が
一
以
上
設
け
ら

れ
て
い
る
場
合
そ
の
他
の
車
椅
子
使
用
者
が
駐
車
場
を
利
用
す
る
上
で
支
障
が
な
い
も
の
と
し
て
国
土
交
通
大
臣
が

定
め
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

一
当
該
駐
車
場
に
設
け
る
駐
車
施
設
の
数
（
当
該
駐
車
場
を
二
以
上
設
け
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
駐
車
場
に

設
け
る
駐
車
施
設
の
総
数
。
以
下
こ
の
号
及
び
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
二
百
以
下
の
場
合
当
該
駐
車
施
設
の

数
に
百
分
の
二
を
乗
じ
て
得
た
数
（
そ
の
数
に
一
未
満
の
端
数
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
端
数
を
切
り
上
げ
た
数
）

二
当
該
駐
車
場
に
設
け
る
駐
車
施
設
の
数
が
二
百
を
超
え
る
場
合
当
該
駐
車
施
設
の
数
に
百
分
の
一
を
乗
じ
て

得
た
数
（
そ
の
数
に
一
未
満
の
端
数
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
端
数
を
切
り
上
げ
た
数
）
に
二
を
加
え
た
数

国
土
交
通
大
臣

内
閣
総
理
大
臣

斉
藤
岸
田

鉄
夫
文
雄
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高
齢
者
、
障
害
者
等
の
移
動
等
の
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布

す
る
。

内
閣
総
理
大
臣

一
政
令
第
い
五
~
嘉
の
移
動
等
の
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
一

内
閣
は
、
高
齢
者
、
障
害
者
等
の
移
動
等
の
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
八
年
法
律
第
九
十
一
号
）
第

二
条
第
二
十
号
、
第
十
四
条
第
一
項
及
び
第
五
十
八
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

高
齢
者
、
障
害
者
等
の
移
動
等
の
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
平
成
十
八
年
政
令
第
三
百
七
十
九
号
）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

＼

第
五
条
第
一
号
中
「
第
二
十
三
条
及
び
第
二
十
五
条
第
三
項
第
一
号
」
を
「
第
二
十
四
条
及
び
第
二
十
六
条
第
三
項

第
一
号
」
に
改
め
る
。

第
六
条
中
第
十
号
を
第
十
一
号
と
し
、
第
七
号
か
ら
第
九
号
ま
で
を
一
号
ず
つ
繰
り
下
げ
、
第
六
号
の
次
に
次
の
一

号
を
加

xる。

七
劇
場
、
観
覧
場
、
映
画
館
若
し
く
は
演
芸
場
又
は
集
会
場
若
し
く
は
公
会
堂
（
第
十
五
条
に
お
い
て
「
劇
場
等
」

と
い
う
。
）
の
客
席

第
七
条
第
二
項
第
一
号
中
「
第
二
十
六
条
」
を
「
第
二
十
七
条
」
に
改
め
る
。

第
十
条
第
一
項
中
「
第
二
十
四
条
」
を
「
第
二
十
五
条
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
第
二
十
五
条
」
を
「
第
二
十

六
条
」
に
、
「
第
十
九
条
」
を
「
第
二
十
条
」
に
改
め
る
。

第
十
四
条
第
一
項
中
「
を
設
け
る
場
合
に
は
、
そ
の
う
ち
一
以
上
（
男
子
用
及
び
女
子
用
の
区
別
が
あ
る
と
き
は
、

そ
れ
ぞ
れ
一
以
上
）
は
、
次
に
掲
げ
る
」
を
「
は
、
こ
れ
ら
の
者
が
当
該
便
所
を
利
用
す
る
上
で
支
障
が
な
い
も
の
と

し
て
国
土
交
通
大
臣
が
定
め
る
配
置
の
基
準
に
従
い
、
こ
れ
ら
の
者
が
利
用
す
る
階
（
当
該
階
に
お
い
て
こ
れ
ら
の
者

が
利
用
す
る
部
分
の
床
面
積
、
当
該
部
分
の
利
用
方
法
そ
の
他
の
事
情
を
勘
案
し
て
国
土
交
通
大
臣
が
定
め
る
階
を
除

く
。
）
の
階
数
に
相
当
す
る
数
（
床
面
積
が
一
万
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え
る
階
が
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
数
に
当

該
階
の
床
面
積
に
応
じ
て
国
土
交
通
大
臣
が
定
め
る
数
を
加
え
た
数
）
以
上
設
け
る
」
に
改
め
、
同
項
各
号
を
削
り
、

同
条
第
二
項
中
「
不
特
定
か
つ
多
数
の
者
が
利
用
し
、
又
は
主
と
し
て
高
齢
者
、
障
害
者
等
が
利
用
す
る
男
子
用
小
便

器
の
あ
る
便
所
を
設
け
る
場
合
に
は
、
そ
の
う
ち
一
以
上
に
」
を
「
前
二
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
第
一
項
の
規
定

に
よ
り
設
け
る
便
所
で
あ
っ
て
男
子
用
小
便
器
を
設
け
る
も
の
の
う
ち
一
以
上
に
は
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
四
項

と
し
、
同
条
第
一
項
の
次
に
次
の
二
項
を
加
え
る
。

2

前
項
の
規
定
に
よ
り
便
所
を
設
け
る
階
に
お
い
て
は
、
当
該
便
所
の
う
ち
一
以
上
（
当
該
階
の
床
面
積
が
一
万
平

方
メ
ー
ト
ル
を
超
え
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
床
面
積
に
応
じ
て
国
土
交
通
大
臣
が
定
め
る
数
以
上
）
に
、
車
椅

子
使
用
者
用
便
房
（
車
椅
子
を
使
用
し
て
い
る
者
（
以
下
「
車
椅
子
使
用
者
」
と
い
う
。
）
が
円
滑
に
利
用
す
る
こ
と

が
で
き
る
も
の
と
し
て
国
土
交
通
大
臣
が
定
め
る
構
造
の
便
房
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
一
以
上
（
当
該
車
椅
子
使

用
者
用
便
房
に
男
子
用
及
び
女
子
用
の
区
別
を
設
け
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
一
以
上
。
以
下
こ
の
項
に
お

令
和
六
年
六
月
二
十
一
日

御

名

御

璽

岸

田

文

雄
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15 令和 2年 12月9日水曜日 官 報 （号外第256号）

のおの十 政^ す

ー第十てい第九第七第五一齢者高、条第四内閣は 第,.,＝ 御 る゚ 齢者高、

項加を条中一公衆条中第条一条第部次を — ‘高齢者 ＿ 百 令和 名

ぇる゚ --, 基竺便酉 -,床而の —項第ー 一号中 のよにう 者障害等 項規定の 齢者高‘ I 十五号四 二十年 御 害者等障

のと旦号砿改のにI 二 璽 の
下い 中二正

―に’こう下の＿第十三する移動等基づき の 九月日 移等動

＾ 項次-に二色゜の -‘の移動等 の

に加えをっ＋五の 化滑円の'--移等動の 滑化円

規定する゚次第条条-を 下に の罪： の化滑円 の

念i 物 二項＿第＿及び 促進に 化滑円の 促進に
に二第関の促進 関
ぉ一するに す

てい+＇六条—十五る゜促進iク-す関 る

係に こ同じを改にめ条第三項 法律旋行令 す関法る法律る 施法律行令

る‘る゜第 律胄令 の

のも ―公衆――’ 一竺 ^ 平成+ ＾ 平--の ＇ 且 麿
除をく゚ 便琶 を 八 収十八部土 改正

-、の加え i は［ 巌 す
ー下る 正臣 巖棗
をに゜ す
加-, 三る菅

え‘,次条第•—、 百七 令政 こ

条同二 十h 一号、•—ノ 義偉 にこ

に項 ‘,号-9u‘ 公
次 に第 布

2 l1 ― 3 2 第- 2 

附EIII九 -正 こ施^̂― ニー主とする 係る下こ建4な-,第＇ニヵヽセン(ニ1)チメイ中項第する二十 う二第二第十I ていI B 百平竿法
只第リ の汀期附 公立し第十 部分の翠物丁六とチ中 1--,百三゚ 五条 —十条八 方メ十m 

を 第条 -条伽-~r I 四

悶百靡i ＇ ［ ‘ 条 の い築増 はど代以上セ-,第場合 ；第二一項！ の対象.,． 裟満卜魯
z 四 令 第 規 て又及 → 予 わン千に に十中小 ニ
弟 和 ＝ 定 ＇ び とるチーお ； 項

ニ十シ号の 三 項— の I 適の に面笞醤築 三あるのも贋にメ1条のてい ーの条と

七ーの の年十 条 用 道等笠宋 ＾ 儡巌>のに＇ ト規‘ g し
し条一ー一月 例 にに はあルし一 定 を‘

第

の改改か てのるう゜＇ る はもある一 畠i る十 皇胃 i 第＇よ正正 る＇ るはi 出ッもセ百のり、ほ項 五色 <お
二うすす ‘入をのとンニにか中 条 け
十にるる と 口すしと‘チあ- かのとる
八改正法律 法律行施するら 特定追 ある条第同にがあるてする=同メ,十センてつ項第同あと-次の 第ら下に ‘い三項床古•！ 
'--条すの の゜ 纂物 の一掲げる場合条例゜去第トチは四る'-に移血 第十こうの積四

改にる゚行施 施仁 は‘項第るも場合はに対象 七'-ルメl十九号のはあと馨i 準 十＋反び条九つに条例 の

め に 1に」 る―のに‘ 号中とトセイ中 るi 路 条ノし第及いで合卑で

る i [ ： [ 薮号に限： ： ‘ルン屋-,第の ま二びて定が日1<゜ の中つる >以チ千は で十第のめ五
者いこ 上メ―-,研 を五 二誓十 る百
がてに ‘lに弟に 条十 平一
利の 条四段卜代一つ 第五 方項

璽 用-,不峙第限り及び の号にどわ条号各号い 条ず一条四＇ I メの
のの す息＿‘前 規中 る又て つ項， に条 l建

つ項適項 定 ともはは ［ 定第 卜築
をめー ルの

臣臣 関 関 すのいる規-す る三もり‘あ‘号第十 加えると項のむ満未I 
す す る者て゜疋はる ほ条の並つ同し一八 るるこ政゜の

菅赤 る る ゜が読 ‘こかのにびて号二条 ゜゜ろ令第 塁塁

羽 政政 利み ！ 旦と—‘規あにはi び との にで二
令令 用替 をと定つ同百‘ よ定十

ー の しえ含あにて二 るめ五の喜嘉 ＾ > - ‘て む るよは項第十第冬同塁を ゜る条に合
部 又準 ゜のる九七セ七爾準 建に係計
改＿ーー は用に以はほ十号ン号二用 築おる五
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5 令和 2年 10月2日金曜日 官 報

一政令第戸亡':障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令の一部を改正する政令一

内閣は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の一部を改正する法律（令和二年

法律第二十八号）の施行に伴い、並びに高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平

成十八年法律第九十一号）第二条第十九号、第十四条第一項及び第五十八条の規定に基づき、この政

令を制定する。＇

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（平成十八年政令第三百七十九号）

の一部を次のように改正する。

第一条中「第二条第六号」を「第二条第七号」に改める。

第二条中「第二条第九号」を「第二条第十号」に改める。

第三条中「第二条第十三号」を「第二条第十五号」に改める。

第四条中「第二条第十六号」を「第二条第十八号」に改める。

第五条中「第二条第十七号」を「第二条第十九号」に改め、同条第一号を次のように改める。

一小学校、中学校、義務教育学校若しくは中等教育学校（前期課程に係るものに限る。）で公立の

もの（第二十三条において「公立小学校等」という。）又は特別支援学校

第六条中「第二条第十八号」を「第二条第二十号」に改める。

第七条第一項中「第二条第二十号ただし書」を「第二条第二十二号ただし書」に改め、同条第二項

中「第二条第二十号ただし書」を「第二条第二十二号ただし書」に改め、同項第一号中「第二十四条」

を「第二十五条」に改める。

第十条中「第二十三条」を「第二十四条」に改める。

．第二十九条を第三十条とし、第二十四条から第二十八条までを一条ずつ繰り下げる。一

第二十三条中「第十一条から第十四条まで、第十六条、第十七条第一項、第十八条第一項及び前条

の規定」を「読替え対象規定」に、「これらの規定」を「読替え対象規定」に、「同条」を「第二十二条」

に改め、同条を第二十四条とする。 第 344号

す

御

｀ 
嘉 名

I 午 御
月 璽 の， 日

の

i 
の

畠
に

皐
る

<ば
の

信旦
慶
改
正

大 す
臣 る

菅 >ゞ
し一

喜 ｀ 
C-

に

倫

財

務

大

臣

麻

生

太

郎

国
土
交
通
大
臣
赤
羽
一
嘉

内

閣

総

理

大

臣

菅

義

偉

第
二
十
二
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
公
立
小
学
校
等
に
関
す
る
読
替
え
）

第
二
十
三
条
公
立
小
学
校
等
に
つ
い
て
の
第
十
一
条
か
ら
第
十
四
条
ま
で
、
第
十
六
条
、
第
十
七
条
第
一
項
、
第
十

八
条
第
一
項
及
び
前
条
の
規
定
（
次
条
に
お
い
て
「
読
替
え
対
象
規
定
」
と
い
う
。
）
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら

の
規
定
中
「
不
特
定
か
つ
多
数
の
者
が
利
用
し
、
又
は
主
と
し
て
高
齢
者
、
障
害
者
等
が
利
用
す
る
」
と
あ
る
の
は

「
多
数
の
者
が
利
用
す
る
」
と
、
前
条
中
「
特
別
特
定
建
築
物
」
と
あ
る
の
は
「
第
五
条
第
一
号
に
規
定
す
る
公
立

小
学
校
等
」
と
す
る
。

ぷ
い
:
令
は
、
令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

第
二
条
こ
の
政
令
の
施
行
の
際
現
に
工
事
中
の
公
立
小
学
校
等
（
こ
の
政
令
に
よ
る
改
正
後
の
高
齢
者
、
障
害
者
等

の
移
動
等
の
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
令
第
五
条
第
一
号
に
規
定
す
る
公
立
小
学
校
等
を
い
い
、
こ
の
政

令
の
施
行
の
日
の
前
日
に
お
い
て
高
齢
者
、
障
害
者
等
の
移
動
等
の
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
第
十
四
条
第
三

項
の
条
例
で
定
め
る
特
定
建
築
物
で
あ
っ
た
も
の
を
除
く
。
）
の
建
築
又
は
修
繕
若
し
く
は
模
様
替
及
び
当
該
建
築
又

は
修
繕
若
し
く
は
模
様
替
を
し
た
当
該
公
立
小
学
校
等
の
維
持
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規

定
は
、
適
用
し
な
い
。

（
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
の
株
式
の
売
払
収
入
の
活
用
に
よ
る
社
会
資
本
の
整
備
の
促
進
に
関
す
る
特
別
措
置
法

施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
三
条
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
の
株
式
の
売
払
収
入
の
活
用
に
よ
る
社
会
資
本
の
整
備
の
促
進
に
関
す
る
特
別
措

置
法
施
行
令
（
昭
和
六
十
二
年
政
令
第
二
百
九
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
条
の
二
第
八
号
中
「
第
二
条
第
十
七
号
」
を
「
第
二
条
第
十
九
号
」
に
、
「
同
条
第
十
八
号
」
を
「
同
条
第
二

十
号
」
に
改
め
る
。

（
都
市
再
生
特
別
措
置
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
に
関
す
る
政
令
の
一
部
改

正）

第
四
条
都
市
再
生
特
別
措
置
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
に
関
す
る
政
令
（
平

成
十
九
年
政
令
第
三
百
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

附
則
第
二
項
中
「
第
二
条
第
二
十
四
号
」
を
「
第
二
条
第
二
十
七
号
」
に
改
め
、
「
第
十
九
条
の
規
定
に
よ
る
改
正

後
の
」
を
削
り
、
「
第
二
十
五
条
」
を
「
第
二
十
七
条
」
に
改
め
る
。
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令和 2年 5月20日 水耀日 官 報 第 252号 4 

8

公
共
交
通
事
業
者
等
は
、
高
齢
者
、
障
害
者
等
で
あ
る
旅
客
の
乗
継
ぎ
を
円
滑
に
行
う
た
め
、
他
の
公
共
交
通

事
業
者
等
そ
の
他
の
関
係
者
と
相
互
に
協
力
し
て
、
前
各
項
の
措
置
を
講
ず
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

9

公
共
交
通
事
業
者
等
又
は
道
路
管
理
者
（
旅
客
特
定
車
両
停
留
施
設
を
管
理
す
る
道
路
管
理
者
に
限
る
。
第
十

条
第
十
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
他
の
公
共
交
通
事
業
者
等
に
対
し
前
項
又
は
同
条
第
九
項
の
措
置
に
関
す
る
協
議

を
求
め
た
と
き
は
、
当
該
他
の
公
共
交
通
事
業
者
等
は
、
当
該
措
置
に
よ
り
旅
客
施
設
の
有
す
る
機
能
に
著
し
い

支
障
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
あ
る
と
き
そ
の
他
の
正
当
な
理
由
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
こ
れ
に
応
じ
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

第
九
条
第
三
項
中
「
又
は
新
設
旅
客
施
設
等
」
の
下
に
「
若
し
く
は
当
該
新
設
旅
客
施
設
等
を
使
用
し
た
役
務
の

提
供
の
方
法
」
を
加
え
る
。

第
九
条
の
二
第
一
項
中
第
四
号
を
第
五
号
と
し
、
第
一
＿
一
号
を
第
四
号
と
し
、
第
二
号
を
第
三
号
と
し
、
第
一
号
の

次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

二
旅
客
施
設
及
び
車
両
等
を
使
用
し
た
役
務
の
提
供
の
方
法
に
関
し
第
八
条
第
二
項
及
び
第
三
項
の
主
務
省
令

で
定
め
る
基
準
を
遵
守
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置

第
九
条
の
二
第
一
項
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

六
高
齢
者
、
障
害
者
等
が
高
齢
者
障
害
者
等
用
施
設
等
を
円
滑
に
利
用
す
る
た
め
に
必
要
と
な
る
適
正
な
配
慮

に
つ
い
て
の
旅
客
施
設
及
び
車
両
等
の
利
用
者
に
対
す
る
広
報
活
動
及
び
啓
発
活
動

第
十
条
第
一
項
中
「
、
特
定
道
路
」
の
下
に
「
又
は
旅
客
特
定
車
両
停
留
施
設
」
を
、
「
新
設
特
定
道
路
」
の
下
に

「l

と
い
う
。
）
又
は
当
該
旅
客
特
定
車
両
停
留
施
設
（
第
三
項
に
お
い
て
「
新
設
旅
客
特
定
車
両
停
留
施
設
」
を
加

え
、
同
条
第
一
云
一
項
中
「
新
設
特
定
道
路
」
の
下
に
「
及
び
新
設
旅
客
特
定
車
両
停
留
施
設
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て

「
新
設
特
定
道
路
等
」
と
い
う
。
）
」
を
加
え
、
「
維
持
し
な
け
れ
ば
」
を
「
維
持
す
る
と
と
も
に
、
当
該
新
設
旅
客
特

定
車
両
停
留
施
設
を
使
用
し
た
役
務
の
提
供
の
方
法
に
関
し
移
動
等
円
滑
化
の
た
め
に
必
要
な
も
の
と
し
て
主
務
省

令
で
定
め
る
基
準
を
遵
守
し
な
け
れ
ば
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
中
「
新
設
特
定
道
路
を
除
く
。
）
を
」
を
「
新
設
特

定
道
路
等
を
除
く
。
）
に
つ
い
て
、
」
に
、
「
講
ず
る
」
を
「
講
ず
る
よ
う
努
め
る
と
と
も
に
、
当
該
道
路
の
う
ち
旅
客
特

定
車
両
停
留
施
設
を
使
用
し
た
役
務
の
提
供
の
方
法
に
関
し
移
動
等
円
滑
化
の
た
め
に
必
要
な
も
の
と
し
て
主
務
省

令
で
定
め
る
基
準
を
遵
守
す
る
」
に
改
め
、
同
条
第
六
項
中
「
新
設
特
定
道
路
」
を
「
新
設
特
定
道
路
等
j

に
改
め
、

同
項
を
同
条
第
十
一
項
と
し
、
同
条
第
五
項
中
「
道
路
管
理
者
は
」
の
下
に
「
、
高
齢
者
、
障
害
者
等
に
対
し
」
を

加
え
、
「
、
高
齢
者
、
障
害
者
等
に
対
し
、
」
を
削
り
、
「
情
報
を
」
の
下
に
「
、
そ
の
管
理
す
る
旅
客
特
定
車
両
停
留
施

設
に
つ
い
て
こ
れ
ら
の
者
が
公
共
交
通
機
関
を
利
用
し
て
移
動
す
る
た
め
に
必
要
と
な
る
情
報
を
、
そ
れ
ぞ
れ
」
を

加
え
、
同
項
を
同
条
第
六
項
と
し
、
同
項
の
次
に
次
の
四
項
を
加
え
る
。

7

道
路
管
理
者
は
、
そ
の
職
員
に
対
し
、
そ
の
管
理
す
る
旅
客
特
定
車
両
停
留
施
設
に
お
け
る
移
動
等
円
滑
化
を

図
る
た
め
に
必
要
な
教
育
訓
練
を
行
う
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

8

道
路
管
理
者
は
、
そ
の
管
理
す
る
新
設
特
定
道
路
等
の
利
用
者
に
対
し
、
高
齢
者
、
障
害
者
等
が
当
該
新
設
特

定
道
路
等
に
お
け
る
高
齢
者
障
害
者
等
用
施
設
等
を
円
滑
に
利
用
す
る
た
め
に
必
要
と
な
る
適
正
な
配
慮
に
つ
い

て
の
広
報
活
動
及
び
啓
発
活
動
を
行
う
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

9

道
路
管
理
者
は
、
そ
の
管
理
す
る
旅
客
特
定
車
両
停
留
施
設
に
係
る
高
齢
者
、
障
害
者
等
で
あ
る
旅
客
の
乗
継

ぎ
を
円
滑
に
行
う
た
め
、
公
共
交
通
事
業
者
等
そ
の
他
の
関
係
者
と
相
互
に
協
力
し
て
、
前
各
項
（
第
一
一
項
を
除

く
。
）
の
措
囮
を
講
ず
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

10

公
共
交
通
事
業
者
等
又
は
道
路
管
理
者
が
他
の
道
路
管
理
者
に
対
し
第
八
条
第
八
項
又
は
前
項
の
措
置
に
関
す

る
協
議
を
求
め
た
と
き
は
、
当
該
他
の
道
路
管
理
者
は
、
当
該
措
置
に
よ
り
旅
客
特
定
車
両
停
留
施
設
の
有
す
る

機
能
に
著
し
い
支
障
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
あ
る
と
き
そ
の
他
の
正
当
な
理
由
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
こ
れ
に
応
じ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
十
条
第
四
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

5

道
路
管
理
者
は
、
高
齢
者
、
障
害
者
等
に
対
し
、
そ
の
管
理
す
る
旅
客
特
定
車
両
停
留
施
設
に
お
け
る
誘
導
そ

の
他
の
支
援
を
適
切
に
行
う
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
十
一
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

6

路
外
駐
車
場
管
理
者
等
は
、
そ
の
管
理
す
る
新
設
特
定
路
外
駐
車
場
の
利
用
者
に
対
し
、
高
齢
者
、
障
害
者
等

が
当
該
新
設
特
定
路
外
駐
車
場
に
お
け
る
高
齢
者
障
害
者
等
用
施
設
等
を
円
滑
に
利
用
す
る
た
め
に
必
要
と
な
る

適
正
な
配
慮
に
つ
い
て
の
広
報
活
動
及
び
啓
発
活
動
を
行
う
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
十
三
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

7

公
園
管
理
者
等
は
、
そ
の
管
理
す
る
新
設
特
定
公
園
施
設
の
利
用
者
に
対
し
、
高
齢
者
、
障
害
者
等
が
当
該
新

設
特
定
公
園
施
設
に
お
け
る
高
齢
者
障
害
者
等
用
施
設
等
を
円
滑
に
利
用
す
る
た
め
に
必
要
と
な
る
適
正
な
配
慮

に
つ
い
て
の
広
報
活
動
及
び
啓
発
活
動
を
行
う
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
十
四
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

7

建
築
主
等
は
、
そ
の
所
有
し
、
管
理
し
、
又
は
占
有
す
る
新
築
特
別
特
定
建
築
物
の
利
用
者
に
対
し
、
高
齢
者
、

障
害
者
等
が
当
該
新
築
特
別
特
定
建
築
物
に
お
け
る
高
齢
者
障
害
者
等
用
施
設
等
を
円
滑
に
利
用
す
る
た
め
に
必

要
と
な
る
適
正
な
配
慮
に
つ
い
て
の
広
報
活
動
及
び
啓
発
活
動
を
行
う
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
三
十
六
条
第
一
一
項
中
「
第
二
条
第
二
十
八
号
イ
」
を
「
第
二
条
第
三
十
一
号
イ
」
に
改
め
る
。

｀
三
十
六
条
の
二
第
三
項
戊
び
第
四
項
中
「
第
二
条
第
↑
l

け
は
国
オ
」
を
「
第
一
は
ほ
げ
は
忙
膚
召
」
エ
屠
応
昆
[
]

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条
こ
の
法
律
は
、
令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
一
条
並
び
に
次
条
第
一
項
及
び
附
則
第
i

三
条
の
規
定
は
、
ハ
土
れ
の
日
か
ら
起
算
し
て
:
月
を
超
え
な
い
園
暉
内
に
由
い
に
激
怜
斤
淀
め
凶
田
枷
尼
障
而
け
匿
〗

（
経
過
措
置
）

第
二
条
第
一
条
の
規
定
の
施
行
の
際
現
に
同
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
高
齢
者
、
障
害
者
等
の
移
動
等
の
円
滑
化

の
促
進
に
関
す
る
法
律
第
二
十
四
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
定
め
ら
れ
て
い
る
移
動
等
円
滑
化
促
進
方
針
に

は
、
当
該
移
動
等
円
滑
化
促
進
方
針
が
第
一
条
の
規
定
の
施
行
後
最
初
に
変
更
さ
れ
る
ま
で
の
問
は
、
同
条
の
規
定

に
よ
る
改
正
後
の
高
齢
者
、
障
害
者
等
の
移
動
等
の
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
第
一
―
十
四
条
の
二
第
二
項
の
規

定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
を
定
め
な
い
こ
と
が
で
き
る
。

2

こ
の
法
律
の
施
行
の
際
現
に
新
設
又
は
改
築
の
工
事
中
の
旅
客
特
定
車
両
停
留
施
設
に
つ
い
て
は
、
第
二
条
の
規

定
に
よ
る
改
正
後
の
裔
齢
者
、
障
害
者
等
の
移
動
等
の
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
第
十
条
第
一
項
、
第
三
項
及

び
第
十
一
項
の
規
定
は
、
適
用
し
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
旅
客
特
定
車
両
停
留
施
設
を
新
設
旅
客
特

定
車
両
停
留
施
設
以
外
の
旅
客
特
定
車
両
停
留
施
設
と
み
な
し
て
、
同
条
第
四
項
の
規
定
を
適
用
す
る
。

（
政
令
へ
の
委
任
）

第
三
条
前
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
こ
の
法
律
の
施
行
に
関
し
必
要
な
経
過
措
置
は
、
政
令
で
定
め
る
。

（
検
討
）

第
四
条
政
府
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
五
年
を
経
過
し
た
場
合
に
お
い
て
、
こ
の
法
律
に
よ
る
改
正
後
の
高
齢
者
、

障
害
者
等
の
移
動
等
の
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
の
施
行
の
状
況
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、
必
要
が
あ
る
と
認

め
る
と
き
は
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

（
身
体
障
害
者
補
助
犬
法
の
一
部
改
正
）

第
五
条
身
体
障
害
者
補
助
犬
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
四
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
八
条
中
「
第
二
条
第
四
号
j

を
「
第
二
条
第
五
号
」
に
、
「
同
条
第
五
号
」
を
「
同
条
第
六
号
」
に
改
め
る
。

内
閣
総
理
大
臣
安
倍
晋
三

総

務

大

臣

高

市

早

苗

文
部
科
学
大
臣
萩
生
田
光
一

国
土
交
通
大
臣
赤
羽
一
嘉



-52-

--0123456789

号

＿
法
律
第
二
十
八
号

~
~
~
 

高
齢
者
、
障
害
者
等
の
移
動
等
の
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

2
-第
一
条
高
齢
者
、
障
害
者
等
の
移
動
等
の
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
八
年
法
律
第
九
十
一
号
）
の
一

5
 
2
 
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
条
中
「
か
ん
が
み
」
を
「
鑑
み
」
に
改
め
、
「
推
進
す
る
た
め
の
措
置
」
の
下
に
「
、
移
動
等
円
滑
化
に
関
す

第

る
国
民
の
理
解
の
増
進
及
び
協
力
の
確
保
を
図
る
た
め
の
措
贋
」
を
加
え
る
。

第
二
条
第
二
十
二
号
中
「
及
び
交
通
安
全
特
定
事
業
」
を
「
、
交
通
安
全
特
定
事
業
及
び
教
育
啓
発
特
定
事
業
」

に
改
め
、
同
条
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

二
十
九
教
育
啓
発
特
定
事
業
市
町
村
又
は
施
設
設
置
管
理
者
（
第
三
十
六
条
の
二
に
お
い
て
「
市
町
村
等
r-

と
い
う
。
）
が
実
施
す
る
次
に
掲
げ
る
事
業
を
い
う
。

イ
移
動
等
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
児
童
、
生
徒
又
は
学
生
の
理
解
を
深
め
る
た
め
に
学
校
と
連
携
し
て
行

う
教
育
活
動
の
実
施
に
関
す
る
事
業

口
移
動
等
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
住
民
そ
の
他
の
関
係
者
の
理
解
の
増
進
又
は
移
動
等
円
滑
化
の
実
施
に

関
す
る
こ
れ
ら
の
者
の
協
力
の
確
保
の
た
め
に
必
要
な
啓
発
活
動
の
実
施
に
関
す
る
事
業
（
イ
に
掲
げ
る
事

業
を
除
く
。
）

第
三
条
第
二
項
第
三
号
二
中
「
ハ
」
を
「
二
j

に
改
め
、
同
号
中
二
を
ホ
と
し
、
ハ
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

二
移
動
等
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
住
民
そ
の
他
の
関
係
者
の
理
解
の
増
進
及
び
移
動
等
円
滑
化
の
実
施
に

関
す
る
こ
れ
ら
の
者
の
協
力
の
確
保
に
関
す
る
基
本
的
な
事
項

第
三
条
第
二
項
中
第
五
号
を
第
七
号
と
し
、
第
四
号
の
次
に
次
の
二
号
を
加
え
る
。

五
移
動
等
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
国
民
の
理
解
の
増
進
及
び
移
動
等
円
滑
化
の
実
施
に
関
す
る
国
民
の
協
力

の
確
保
に
関
す
る
基
本
的
な
事
項

六
移
動
等
円
滑
化
に
関
す
る
情
報
提
供
に
関
す
る
基
本
的
な
事
項

第
二
十
四
条
の
二
第
二
項
第
一
二
号
中
「
前
―
一
号
」
を
「
前
三
号
」
に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
四
号
と
し
、
同
項
第

二
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

三
移
動
等
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
住
民
そ
の
他
の
関
係
者
の
理
解
の
増
進
及
び
移
動
等
円
滑
化
の
実
施
に
関

す
る
こ
れ
ら
の
者
の
協
力
の
確
保
に
関
す
る
事
項

第
三
十
六
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
教
育
啓
発
特
定
事
業
の
実
施
）

第
三
十
六
条
の
二
第
二
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
基
本
構
想
が
作
成
さ
れ
た
と
き
は
、
関
係
す
る
市
町
村
等

は
、
単
独
で
又
は
共
同
し
て
、
当
該
基
本
構
想
に
即
し
て
教
育
啓
発
特
定
事
業
を
実
施
す
る
た
め
の
計
画
（
以
下

こ
の
条
に
お
い
て
「
教
育
啓
発
特
定
事
業
計
画
」
と
い
う
。
）
を
作
成
し
、
こ
れ
に
基
づ
き
、
当
該
教
育
啓
発
特
定

事
業
を
実
施
す
る
も
の
と
す
る
。

2

教
育
啓
発
特
定
事
業
計
画
に
お
い
て
は
、
実
施
し
よ
う
と
す
る
教
育
啓
発
特
定
事
業
に
つ
い
て
次
に
掲
げ
る
事

項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

一
教
育
啓
発
特
定
事
業
の
内
容
及
び
実
施
予
定
期
間

二
そ
の
他
教
育
啓
発
特
定
事
業
の
実
施
に
際
し
配
慮
す
べ
き
重
要
事
項

3
 
令和 2年5月20日 水曜日 官 報

令
和
二
年
五
月
二
十
日

御

名

御

璽

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋―

高
齢
者
、
障
害
者
等
の
移
動
等
の
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

3

市
町
村
等
は
、
教
育
啓
発
特
定
事
業
計
画
を
定
め
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
関
係
す
る
市
町
村
及

び
施
設
設
置
管
理
者
（
第
一
一
条
第
二
十
九
号
イ
に
掲
げ
る
事
業
に
つ
い
て
定
め
よ
う
と
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、

関
係
す
る
市
町
村
、
施
設
設
置
管
理
者
及
び
学
校
）
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

4

市
町
村
等
は
、
教
育
啓
発
特
定
事
業
計
画
を
定
め
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
こ
れ
を
関
係
す
る
市
町
村
及
び
施

設
設
置
管
理
者
（
第
一
一
条
第
二
十
九
号
イ
に
掲
げ
る
事
業
に
つ
い
て
定
め
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
関
係
す
る
市
町

村
、
施
設
設
置
管
理
者
及
び
学
校
）
に
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
，

5

前
―
一
項
の
規
定
は
、
教
育
啓
発
特
定
事
業
計
両
の
変
更
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

第
三
十
八
条
第
一
項
中
「
（
国
」
を
「
若
し
く
は
第
三
十
六
条
の
二
第
一
項
の
教
育
啓
発
特
定
事
業
（
い
ず
れ
も
国
」

に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
公
共
交
通
特
定
事
業
」
の
下
に
「
又
は
教
育
啓
発
特
定
事
業
」
を
加
え
る
。

第
五
十
二
条
の
二
を
第
五
十
二
条
の
四
と
し
、
同
条
の
前
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
情
報
提
供
の
確
保
）

第
五
十
二
条
の
三
国
は
、
移
動
等
円
滑
化
に
関
す
る
情
報
提
供
の
確
保
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

2

国
は
、
前
項
の
情
報
提
供
の
確
保
を
行
う
に
当
た
っ
て
は
、
生
活
の
本
拠
の
周
辺
地
域
以
外
の
場
所
に
お
け
る

移
動
等
円
滑
化
が
高
齢
者
、
障
害
者
等
の
自
立
し
た
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
確
保
す
る
上
で
重
要
な
役
割
を

果
た
す
こ
と
に
鑑
み
、
こ
れ
ら
の
者
に
よ
る
観
光
施
設
そ
の
他
の
施
設
の
円
滑
な
利
用
の
た
め
に
必
要
と
認
め
る

用
具
の
備
付
け
そ
の
他
の
こ
れ
ら
の
施
設
に
お
け
る
移
動
等
円
滑
化
に
関
す
る
措
置
に
係
る
情
報
が
適
切
に
提
供

さ
れ
る
よ
う
、
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

第
五
十
―
一
条
第
二
項
中
「
情
報
提
供
の
確
保
並
び
に
」
を
削
り
、
同
条
を
第
五
十
二
条
の
二
と
し
、
第
六
章
中
同

条
の
前
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
国
の
援
助
）

第
五
十
二
条
国
は
、
地
方
公
共
団
体
が
移
動
等
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
施
策
を
円
滑
に
実
施
す
る
こ
と
が
で
き

る
よ
う
、
地
方
公
共
団
体
に
対
し
、
助
言
、
指
導
そ
の
他
の
必
要
な
援
助
を
行
う
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
五
十
四
条
第
一
項
及
び
第
二
項
中
「
及
び
総
務
大
臣
」
を
一
、
総
務
大
臣
及
び
文
部
科
学
大
臣
」
に
改
め
る
。

,

＇

,
l
I
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l
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二
条
高
齢
者
、
障
害
者
等
の
移
動
等
の
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
条
中
第
二
十
九
号
を
第
一
―
-
+
―
一
号
と
し
、
第
二
十
一
号
か
ら
第
二
十
八
号
ま
で
を
三
号
ず
つ
繰
り
下
げ
、
第
i

二
十
号
の
二
を
第
一
―
十
三
号
と
し
、
第
十
八
号
か
ら
第
二
十
号
ま
で
を
二
号
ず
つ
繰
り
下
げ
、
同
条
第
十
七
号
中
「
利
一

用
す
る
特
定
建
築
物
]
の
下
に
「
そ
の
他
の
特
定
建
築
物
」
を
加
え
、
同
号
を
同
条
第
十
九
号
と
し
、
同
条
中
第
十
―

六
号
を
第
十
八
号
と
し
、
第
十
一
号
か
ら
第
十
五
号
ま
で
を
二
号
ず
つ
繰
り
下
げ
、
第
十
号
を
第
十
一
号
と
し
、
同

号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

十
二
旅
客
特
定
車
両
停
留
施
設
道
路
法
第
二
条
第
―
―
項
第
八
号
に
規
定
す
る
特
定
車
両
停
留
施
設
で
あ
っ

て
、
公
共
交
通
機
関
を
利
用
す
る
旅
客
の
乗
降
、
待
合
い
匠
防
他
切
佃
℃
供
す
る
応
防
佐
い
朽
〗

iー
1
iー
ー
！

第
―
一
条
中
第
九
号
を
第
十
号
と
し
、
第
五
号
か
ら
第
八
号
ま
で
を
一
号
ず
つ
繰
り
下
げ
、
同
条
第
四
号
口
中
「
第

二
十
三
号
ハ
」
を
「
第
二
十
六
号
ハ
」
に
改
め
、
同
号
を
同
条
第
五
号
と
し
、
同
条
第
三
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加

え
る
。四
高
齢
者
障
害
者
等
用
施
設
等
高
齢
者
、
障
害
者
等
が
円
滑
に
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
施
設
又
は
設
備
で

あ
っ
て
、
主
と
し
て
こ
れ
ら
の
者
の
利
用
の
た
め
に
設
け
ら
れ
た
も
の
で
あ
る
こ
と
そ
の
他
の
理
由
に
よ
り
、

こ
れ
ら
の
者
の
円
滑
な
利
用
が
確
保
さ
れ
る
た
め
に
適
正
な
配
慮
が
必
要
と
な
る
も
の
と
し
て
主
務
省
令
で
定

め
る
も
の
を
い
う
。

第
四
条
第
二
項
及
び
第
七
条
中
「
支
援
」
の
下
に
「
、
こ
れ
ら
の
者
の
高
齢
者
障
害
者
等
用
施
設
等
の
円
滑
な
利

用
を
確
保
す
る
上
で
必
要
と
な
る
適
正
な
配
慮
」
を
加
え
る
。

第
八
条
第
二
項
中
「
維
持
し
な
け
れ
ば
]
を
涵
維
持
す
る
と
と
も
に
、
当
該
新
設
旅
客
施
設
等
を
使
用
し
た
役
務

の
提
供
の
方
法
に
関
し
移
動
等
円
滑
化
の
た
め
に
必
要
な
も
の
と
し
て
主
務
省
令
で
定
め
る
基
準
を
遵
守
し
な
け
れ

ば
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
）
を
j

を
「
）
に
つ
い
て
、
」
に
、
「
講
ず
る
」
を
云
講
ず
る
よ
う
努
め
る
と
と
も
に
、

当
該
旅
客
施
設
及
び
車
両
等
を
使
用
し
た
役
務
の
提
供
の
方
法
に
関
し
移
動
等
円
滑
化
の
た
め
に
必
要
な
も
の
と
し

て
主
務
省
令
で
定
め
る
基
準
を
遵
守
す
る
]
に
改
め
、
同
条
に
次
の
三
項
を
加
え
る
。

7

公
共
交
通
事
業
者
等
は
、
そ
の
事
業
の
用
に
供
す
る
新
設
旅
客
施
設
等
の
利
用
者
に
対
し
、
高
齢
者
、
障
害
者

等
が
当
該
新
設
旅
客
施
設
等
に
お
け
る
高
齢
者
障
害
者
等
用
施
設
等
を
円
滑
に
利
用
す
る
た
め
に
必
要
と
な
る
適

正
な
配
慮
に
つ
い
て
の
広
報
活
動
及
び
啓
発
活
動
を
行
う
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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1 電子入札区分

2 年度

3 入札執行部局名／入札執行所属名

4 入札方式

5 落札者

6 営業種目

7 開札日

8 開札場所

9 件名

10 履行箇所

11 履行期間（契約期間）

12 予定価格（税抜）

予定価格（税込）

13 落札金額（税抜）

落札金額（税込）

14 調査基準価格（税抜）

調査基準価格（税込）

15 失格基準価格（税抜）

失格基準価格（税込）

16 結果

入札結果表

電子入札

令和6年度

経営総務部契約検査課

一般競争入札

富士・高伸特定建設工事共同企業体

建築ー式

令和7年3月12日

茅ヶ崎市役所本庁舎 5階契約検査課

（仮称）松林地区地域集会施設建設（建築）工事

茅ヶ崎市高田二丁目95番2

¥661,870, 000 

¥728,057,000 

¥660,000,000 

¥726,000,000 

¥608,920,400 

¥669,812,440 

¥549,030,428 

¥603,933,470 

落札

市議会議決の日から

令和8年7月29日まで

誂案第55号 I 

No. 参加事業者 第 1回入札額 l第2回入札額 1 第 3回入札額 1 第4回入札額 摘要

: 1:：二{:二二：：□g：同企業体［二：二：二］ □II 口! 口I落／L
調査基準価格
予定価格 150, 000, 000円以上の工事の請負契約で、最低制限価格を設けない入札において、地方自治法
施行令第16 7条の 10第 1項に規定する当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認める場合の基
準となる価格。

失格基準価格
契約の内容に適合した履行が困難であると判断するための価格。
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議案第56号
9
,
 

＇ 

入 札結果表

1 電子入札区分

2 年度

3 入札執行部局名／入札執行所属名

4 入札方式

5 落札者

6 営業種目

7 開札日

8 開札場所

9 件名

10 履行箇所

11 履行期間（契約期間）

12 予定価格（税抜）

予定価格（税込）

13 落札金額（税抜）

落札金額（税込）

14 調査基準価格（税抜）

調査基準価格（税込）

15 失格基準価格（税抜）•

失格基準価格（税込）

16 結果

電子入札

令和6年度

経営総務部 契約検査課

一般競争入札

鈴木電業株式会社

電気

令和7年3月24日

茅ヶ崎市役所本庁舎 5階契約検査課

（仮称）松林地区地域集会施設建設（電気設備）工事

茅ヶ崎市高田二丁目95番2

市議会議決の日から

令和8年7月29日まで

¥173,560,000 

¥190,916,000 

¥173,000,000 

¥190,300,000 

¥159,675,200 

¥175, 642,720 

¥141,885,932 

¥156,074,525 

落札

No. 参加事業者 第 1回入札額 第2回入札額 第 3回入札額 第4回入札額 摘要

1 鈴木電業株式会社 173,000,000 落札

2 I有限会社三恵電設 174,810, 000 

株式会社弘電社
l 

3 182,000,000 

凰株式会社武藤電気商会 183,800,000 _! 
I 

茅ケ崎東光電気株式会社 195,000,000 

--I ［ ----I 
1ヤンテック株式会社 -I 
調査基準価格

予定価格 150, 000, 000円以上の工事の請負契約で、最低制限価格を設けない入札において、地方自治法
施行令第 16 7条の 10第 1項に規定する当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認める場合の基
準となる価格。

失格基準価格
契約の内容に適合した履行が困難であると判断するための価格。
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1 電子入札区分

2 年度

3 入札執行部局名／入札執行所属名

4 入札方式

5 落札者

6 営業種目

7 開札日

8 件名

9 履行期間（契約期間）

10 予定価格（税抜）

予定価格（税込）

11 落札金額（税抜）

落札金額（税込）

12 結果

No. 法人番号 参加事業者

1 I 9021001037269 I株式会社ヒラボウ

入札結果表

電子入札

令和7年度

経営総務部 契約検査課

一般競争入札

株式会社ヒラボウ

消防防災用品

令和7年5月2日（金）

循環型手洗い器

[―議案第5三／］

市議会議決の日から令和7年11月28日（金）まで

¥19,530,000 

¥21,483,000 

落札

第 1回入札額 I第2回入札額 I第3回入札額 第4回入札額 I摘要

19,530,000 
I 

ー，落札
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